
【表紙】 

  

  

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年５月26日 

【事業年度】 第112期（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

【会社名】 株式会社近鉄百貨店 

【英訳名】 Kintetsu Department Store Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  中川 文雄 

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 

【電話番号】 （０６）６６２４－１１１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理本部長  宮﨑 邦夫 

【最寄りの連絡場所】 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 

【電話番号】 （０６）６６２４－１１１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理本部長  宮﨑 邦夫 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３．第110期連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 企業会計基準委員会 平

成14年９月25日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 企業会

計基準委員会 平成14年９月25日）を適用している。 

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高（百万円） 368,905 423,725 412,451 331,597 323,303

経常利益(百万円) 3,437 4,026 4,565 3,688 6,723

当期純利益（百万円） 7,178 1,643 2,690 1,522 2,743

純資産額（百万円） 7,983 8,931 12,520 13,919 17,163

総資産額（百万円） 217,289 235,354 201,643 196,803 178,087

１株当たり純資産額（円） 30.45 34.07 47.74 52.98 65.29

１株当たり当期純利益（円） 27.65 6.27 10.24 5.77 10.42

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 3.7 3.8 6.2 7.1 9.6

自己資本利益率（％） 192.8 19.4 25.1 11.5 17.7

株価収益率（倍） 8.5 28.9 18.1 31.2 25.2

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

8,434 11,494 10,675 6,635 8,739

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

1,258 4,232 5,573 △868 6,880

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△13,997 △15,774 △16,698 △5,440 △15,552

現金及び現金同等物の期末 
残高（百万円） 

7,362 7,315 6,865 7,192 7,260

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

4,544 
［2,389］

5,316
［4,645］

4,320
［2,640］

4,189 
［2,612］

3,959
［2,385］



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていない。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３．第110期事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 企業会計基準委員会 平成14

年９月25日）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 企業会計基

準委員会 平成14年９月25日）を適用している。 

  

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月

売上高（百万円） 338,079 327,303 316,319 304,202 300,700

経常利益（百万円） 3,803 3,416 3,561 3,264 5,747

当期純利益（百万円） 4,834 1,685 1,185 1,015 1,039

資本金（百万円） 13,252 13,252 13,252 13,252 13,252

発行済株式総数（千株） 265,042 265,042 265,042 265,042 265,042

純資産額（百万円） 13,989 15,003 17,060 17,977 19,489

総資産額（百万円） 199,006 187,589 181,015 176,411 160,610

１株当たり純資産額（円） 53.36 57.23 65.08 68.40 74.16

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額)
（円） 

－ 
（－）

－
（－）

2.50
（－）

2.50 
（－）

2.50
（－）

１株当たり当期純利益（円） 18.44 6.43 4.52 3.86 3.95

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 7.0 8.0 9.4 10.2 12.1

自己資本利益率（％） 41.3 11.6 7.4 5.8 5.5

株価収益率（倍） 12.7 28.1 40.9 46.8 66.6

配当性向（％） － － 55.3 64.7 63.2

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

3,651 
［1,813］

3,470
［2,100］

3,330
［2,070］

3,168 
［1,995］

2,960
［1,828］



２【沿革】 

 当社（旧株式会社京都近鉄百貨店）は、平成13年２月28日に旧株式会社近鉄百貨店を吸収合併し、同日、商号を株式会社近鉄

百貨店に、また、本店の所在地を大阪市阿倍野区に変更した。 

  

  

 （注） ≪ ≫内は、旧株式会社近鉄百貨店の沿革を記載している。 

大正９年１月 京都物産館開業 

大正９年２月 合名会社京都物産館設立 

大正15年10月 京都物産館新館完成（百貨店形態の店舗を開設） 

昭和５年６月 岐阜店開業 

昭和６年９月 商号を合名会社丸物に変更 

昭和９年９月 株式会社丸物に改組（資本金150万円） 

≪昭和11年９月 大阪電気軌道株式会社（現近畿日本鉄道株式会社）の百貨店事業として大軌百貨店開業 

（現上本町店）≫

≪昭和12年11月 大鉄百貨店開業（現阿倍野店）≫ 

昭和24年７月 株式を大阪証券取引所に上場 

昭和41年４月 近畿日本鉄道株式会社資本参加 

≪昭和47年３月 近畿日本鉄道株式会社の百貨店事業として奈良店開業≫ 

≪昭和47年４月 大阪市阿倍野区に株式会社近鉄百貨店設立（資本金16億円）≫ 

≪昭和47年６月 株式会社近鉄百貨店が近畿日本鉄道株式会社から営業譲受（阿倍野店、上本町店、奈良店）≫ 

昭和52年５月 商号を株式会社京都近鉄百貨店に変更 

≪昭和61年４月 株式会社近鉄百貨店 橿原店開業≫ 

≪昭和63年11月 株式会社近鉄百貨店 阿倍野店増築完成≫ 

≪平成４年11月 株式会社近鉄百貨店 奈良店増床建替完成≫ 

平成７年３月 京都店増築完成 

≪平成８年11月 株式会社近鉄百貨店 桃山店開業≫ 

≪平成９年３月 株式会社近鉄百貨店 生駒店開業≫ 

≪平成10年９月 株式会社近鉄百貨店が株式会社枚方近鉄百貨店を合併（現枚方店）≫ 

平成11年９月 岐阜店閉鎖 

平成12年３月 京都店を業態転換し、店名を「プラッツ近鉄」に変更 

平成12年９月 株式会社近鉄商業開発を合併 

≪平成12年９月 株式会社近鉄百貨店 Ｈｏｏｐ開業≫ 

平成13年２月 株式会社近鉄百貨店を合併し、商号を株式会社近鉄百貨店に変更 

平成13年９月 桔梗が丘店開業 



３【事業の内容】 

 当社の親会社である近畿日本鉄道㈱は、鉄道事業法及び軌道法による運輸業を営んでおり、当社は同社から営業用施設を賃借

している。 

 当社グループは、当社、子会社11社、関連会社４社で構成されており、百貨店業、卸・小売業などの事業活動を展開してい

る。 

 当社ならびに当社の子会社及び関連会社の営んでいる主な事業内容、各社の当該事業に関する位置づけ及び事業の種類別セグ

メントとの関係は、次のとおりである。 

  

百貨店業‥‥‥‥ 当社、㈱近鉄友の会、㈱中部近鉄百貨店及び㈱近鉄松下百貨店が営んでいる。㈱近鉄友の会は、当社と

各種サービスの提供を目的とした前払式の商品売買の取次ぎを行っている。 

  

卸・小売業‥‥‥ ㈱ビッグウィルが書籍等の販売を、㈱シュテルン箕面が自動車の販売を、㈱ジャパン・シーフーズが食

料品の製造・販売を、㈱近商ストアがスーパーマーケットの事業展開をそれぞれ行っている。また、当社

は、㈱ビッグウィル、㈱シュテルン箕面、㈱ジャパン・シーフーズ及び㈱近商ストアから商品を仕入れて

いる。 

  

その他事業‥‥‥ ㈱ボナビが製造・卸売業を、㈱近創インテリアが内装業を、近畿配送サービス㈱が運送業を、㈱くらし

科学研究所が品質検査業を、ミディ総合管理㈱が建物管理業をそれぞれ営んでいる。また、当社は、㈱ボ

ナビから商品の仕入れを、㈱近創インテリアに内装工事等の発注を、近畿配送サービス㈱、㈱くらし科学

研究所及びミディ総合管理㈱に業務の委託をそれぞれ行っている。 



 当社グループの状況について事業系統図を示すと次のとおりである。 

  

 

 （注）１．当社の非連結子会社であった㈱モトーレン千葉は、平成17年５月２日に同社の親会社である近鉄モータース㈱が全株式

を売却したため、企業集団から除外している。 

２．近鉄モータース㈱は、平成17年６月30日に当社が所有する全株式を売却したため、連結の範囲から除外している。 

３．当社の非連結子会社であった㈱シュテルン箕面は、重要性が増したため、当期から連結の範囲に含めている。 

４．㈱ダイヤモンドファミリーは、平成18年１月17日に当社が所有する全株式を売却したため、持分法適用の範囲から除外

している。 

  

  



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１．「議決権の被所有割合」欄の（ ）は、間接所有割合で内数を記載している。 

２．有価証券報告書の提出会社である。 

  

(2）連結子会社 

 （注）１．「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．「議決権の所有割合」欄の（ ）は、間接所有割合で内数を記載している。 

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

近畿日本鉄道㈱ 
（注）２ 

大阪市 
天王寺区 

92,741 
鉄道事業法及び軌
道法による運輸業 

73.9
（1.3）

当社への営業用施設の賃貸
役員の兼任‥‥４名 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

㈱近鉄友の会 
大阪市 
阿倍野区 

70 百貨店業 100.0
前払式の商品売買の取次ぎ
役員の兼任‥‥３名 

㈱ビッグウィル 
大阪市 
阿倍野区 

30 卸・小売業 100.0
当社への書籍の販売 
役員の兼任‥‥１名 

㈱シュテルン箕面 
大阪市 
城東区 

200 卸・小売業 100.0 当社への輸入車の販売 

㈱ジャパン・ 
シーフーズ 

大阪市 
阿倍野区 

100 卸・小売業 100.0
当社への食料品の販売 
役員の兼任‥‥１名 

㈱ボナビ 
大阪市 
中央区 

90 
その他事業
（製造・卸売業） 

100.0
当社への婦人服の販売 
役員の兼任‥‥２名 

㈱近創インテリア 
大阪市 
阿倍野区 

50 
その他事業
（内装業） 

66.7
当社から内装工事等の受注
役員の兼任‥‥１名 

近畿配送サービス㈱ 
大阪市 
阿倍野区 

30 
その他事業
（運送業） 

100.0 当社の販売商品等の配送 

㈱くらし科学研究所 
大阪市 
港区 

30 
その他事業
（品質検査業） 

95.0
（95.0）

当社からの品質検査の請負
役員の兼任‥‥１名 

ミディ総合管理㈱ 
大阪市 
阿倍野区 

90 
その他事業
（建物管理業） 

100.0
（14.4）

当社からの建物管理の受託
役員の兼任‥‥２名 



(3）持分法適用関連会社 

 （注）「主要な事業内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

㈱中部近鉄百貨店 
三重県 
四日市市 

100 百貨店業 30.0
当社から衣料品等の仕入 
役員の兼任‥‥３名 

㈱近鉄松下百貨店 
山口県 
周南市 

50 百貨店業 20.0
当社から衣料品等の仕入 
役員の兼任‥‥２名 

㈱近商ストア 
大阪府 
松原市 

100 卸・小売業 27.6
当社への食料品の販売 
役員の兼任‥‥１名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載している。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3）労働組合の状況 

 特に記載すべき事項はない。 

  

  

  平成18年２月28日現在

事業の種類別セグメント名 従業員数（人）

百貨店業 2,978 （1,879） 

卸・小売業 223 （ 118） 

その他事業 758 （ 388） 

合計 3,959 （2,385） 

    平成18年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

2,960（1,828） 38.1 15.7 4,492 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

（1）業績 

当連結会計年度のわが国経済は、株価の上昇や企業収益の改善により、緩やかな景気回復基調をたどった。百貨店業界に

おいても、個人消費の持ち直しにより、業界全体として明るさが見え始めた。 

このような状況のもと、当社グループは、「近鉄百貨店グループ中期経営計画」の２年目を迎え、営業力の強化、業務効

率化及び経費削減、グループ経営力の強化を最重点課題として、業績の向上に全力を傾注してきた。 

当連結会計年度の業績は、売上高323,303百万円（前年同期比2.5％減）、営業利益6,723百万円（前年同期比56.0％

増）、経常利益6,723百万円（前年同期比82.3％増）、当期純利益2,743百万円（前年同期比80.2％増）となった。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

＜百貨店業＞ 

百貨店業においては、まず営業力の強化を図るため、各店の改装を順次実施した。阿倍野店においては６階家具家庭用

品売場をはじめとする各階の改装を実施するとともに、Ｈｏｏｐにおいては海外高級ブランドを導入した。上本町店にお

いては、お客様の健康志向の高まりを受け、上層階に美と健康をテーマとする売場を新設するとともに文化サロンを開設

した。枚方店においては熟年層への対応強化をめざした全館改装を実施した。また、奈良店及び橿原店では商圏内の競合

商業施設に対抗するため、百貨店らしさを追求する改装を実施する一方、東大阪店及び桔梗が丘店においては大型専門店

を導入することにより、集客力の強化を図るとともに、運営コストの低廉化に努めた。なお、2005年日本国際博覧会

（愛・地球博）会場内において運営した公式記念品ショップについては、好評を博し、堅調のうちに営業を終了した。 

一方、ローコスト経営の推進を図るため、流通センター３ヵ所を閉鎖し、配送物流機能の集約を行った。また、電話交

換設備の統合を機に、大阪地区における電話交換業務及び主要店舗におけるお客様案内業務等を子会社の株式会社Ｋサ

ポートに委託し、一層の業務の効率化を図った。 

さらに、グループ経営力の強化を図るため、百貨店事業への経営資源集中の観点からグループ事業全般の見直しを行

い、関係会社の近鉄モータース㈱及び㈱ダイヤモンドファミリーの当社保有全株式をグループ外へ譲渡した。また、長期

にわたり業績が低迷している京都店を平成19年２月28日をもって閉店することを決定するなど、経営構造改革を強力に推

進した。 

以上のような諸施策を講じたが、当期の売上高は通信販売事業からの撤退、京都店における一部大型専門店の取引形態

の見直しもあり、301,356百万円（前年同期比1.1％減）、営業利益は5,830百万円（前年同期比84.2％増）となった。 

＜卸・小売業＞ 

卸・小売業においては、近鉄モータース㈱が当年度において連結の範囲から除外となったことにより、売上高は7,777

百万円（前年同期比53.4％減）、営業利益は167百万円（前年同期比23.4％減）となった。 

（注）当連結会計年度から、新たに㈱シュテルン箕面を連結の範囲に含めているが、中間期の損益計算書については連結

していないため、セグメント情報についても中間期までは含んでいない。 

＜その他事業＞ 

その他事業においては、内装業、建物管理業等において業績が好調に推移したことにより、売上高は14,169百万円（前

年同期比38.9％増）、営業利益は777百万円（前年同期比7.3％増）となった。 

  

所在地別セグメント情報については、該当事項がないのでその区分による業績の記載は行っていない。 



（2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ68百万円増加し、7,260百万円と

なった。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、「税金等調整前当期純利益」が5,176百万円（前年同期比48.4％増）となった

ほか、減損会計適用による「減損損失」、遊休資産の売却などによる「固定資産売却損」ならびに売場改装に伴う「固定資産

除却損」を多額に計上したことや、「仕入債務の増減額」が増加に転じたことにより前年同期に比べ2,103百万円増加し、

8,739百万円の収入となった。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、売場改装に伴う「有形固定資産の取得による支出」などがあった一方で、「保

証金及び敷金の返還による収入」や、ダイヤモンドファミリー株式の売却などによる「投資有価証券の売却による収入」、近

鉄モータース株式の売却による「連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入」があったことにより、6,880百万円の

収入（前年同期は868百万円の支出）となった。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、営業活動、投資活動で得られた資金により有利子負債の圧縮に努めた結果、前

年同期に比べ10,112百万円の支出増となり、△15,552百万円となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績は、その他事業の一部に実績があるが、当社グループ全体の事業活動に占める比重は極め

て低いため、記載を省略している。 

  

(2）受注状況 

 該当事項はない。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

２．「百貨店業」における商品区分の見直しにより、前連結会計年度については、見直し後の区分に組み替えて前年同期比

を算出している。 

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

品名 売上高（百万円） 前年同期比（％）

百貨店業 

衣料品 91,211 97.2 

身回品 26,398 101.7 

家庭用品 20,814 75.4 

食料品 86,239 98.6 

食堂・喫茶 10,220 95.4 

雑貨 50,719 100.3 

サービス 1,687 113.4 

その他 14,172 190.8 

計 301,463 98.8 

卸・小売業 

雑貨 1,886 91.8 

食料品 9,629 100.9 

その他 2,738 22.9 

計 14,254 60.5 

その他事業 

製造・卸売 3,149 87.5 

その他 22,187 126.1 

計 25,337 119.6 

消去 △17,751 － 

合計 323,303 97.5 



３【対処すべき課題】 

当社グループを取り巻く経営環境は厳しい競合状況が続くものと予想されるので、経営資源の選択と集中の視点から一層の収

益基盤強化を図るとともに、不採算事業からの撤退も含めた改革を行わなければならないと考えている。 

このため、将来の成長に向けた経営基盤を確立すべく平成16年度から平成18年度までの「近鉄百貨店グループ中期経営計画」

を策定し、百貨店事業において増収を図るため積極的な投資を行う一方、業務の効率化を推進することで大幅な経費削減を図る

など、次の３つの柱を基本方針として抜本的な改革を推進している。 

（1）百貨店事業における営業力の強化 

 当社は、事業の選択と集中の観点から、収益体質の一層の強化を図るため、京都店を平成19年２月28日をもって閉鎖する

ことを決定した。今後は、阿倍野店の主力商圏である南大阪地域及び３店舗を展開する奈良地域を重点地域とし、両地域の

基幹店舗に経営資源を傾注するとともに、外商部門の強化を行い、商圏深耕化を図る。特に、阿倍野店のある阿倍野・天王

寺地区の商業基盤の充実に努めることにより、地域間競争を勝ち抜き、あわせて地域の発展に貢献したいと考える。 

 また、販売力、商品力を強化するため、販売員に対する教育及び指導を徹底し販売技術の向上を図るとともに、商品本部

の増員、強化により各店への支援体制を確立し、各店共通商品の一括仕入れや高値入率商品の開発・強化を行う。また、営

業部門への積極的な人材投入によって自主経営を推進する。 

（2）業務効率化及び経費削減によるローコスト経営 

 業務の外部委託の推進、後方業務の改革の推進、ＩＴ化によるペーパーレスの推進など、業務及び経費の抜本的な見直し

により、ローコスト経営を推進する。 

（3）グループ経営力の強化 

 グループ各社の役割を見直し、事業の選択と集中の観点から各社の存続意義について再検討を行うとともに、市場競争力

がある会社及び今後の成長が期待できる会社については、積極的な事業展開を行っていく。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがある。なお、記載内容のうち、将来に関する事項は、当連結会計年度末において、当社グループ

が判断したものである。 

  

（1） 景気、季節要因等の環境 

  当社グループの主力セグメントである百貨店業は、主に一般消費者を対象とするため、景気動向、消費動向等の経済情

勢、冷夏、暖冬等の異常気象、ＢＳＥ、鳥インフルエンザ等の疫病発生による消費者心理の変化などに大きく影響を受け

る。これらの要因により、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（2） 業界での競争の激化 

 流通業界においては、今後とも厳しい競争が予想され、当社の商圏である大阪・奈良・京都地域においても、同業他社や

異業態の新店舗オープン等が相次いで予定されている。これらの競合に対し、他の流通業者との差別化を図ることができな

ければ、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（3） 法律の規制 

 当社グループは事業展開するにあたり、出店等については大規模小売店舗立地法、商品仕入面においては独占禁止法・下

請法等、商品販売面においては景品表示法・ＪＡＳ法・食品衛生法・ＰＬ法等、その他、環境・リサイクル関連法規など

様々な法律による規制を受けている。当社グループは、これらの法令・規制について内部統制システムを構築するなど十分

遵守するよう留意しているが、万一これに違反する事由が生じた場合は、社会的信用が失墜するとともに、企業活動が制限

される可能性があり、その結果、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（4） 自然災害等による影響 

 当社グループの主要な店舗・事業所の所在地は、東南海・南海地震の対策強化地域に含まれており、地震発生の可能性が

比較的高い地域である。当社グループでは危機管理マニュアルを作成し、危機管理意識を従業員等に啓蒙することはもちろ

ん地震発生時の対応の周知徹底を図っている。しかしながら、想定を超える大規模な地震の発生により店舗等の事業所が甚

大な被害を受けた場合、復旧に多額の費用と時間を要することが予想される。また、火災については、消防法に基づき定期

的に検査・訓練等を実施し、万一の火災に備え、予防または被害を最小限に止める努力をしている。しかし、大規模な火災

が発生した場合、被害者への損害賠償責任、商品・建物への被害が考えられ、当社グループの業績及び財務状況に重大な影

響を及ぼす可能性がある。 

  

（5） 情報システム機能不全のリスク 

 当社グループは、ＰＯＳシステム、経理システム、商品受発注システム、顧客情報管理システム等多くの情報システムを

有している。これらの情報システムの機能不全を防ぐため、電源の二重化、バックアップシステム構築、不正侵入防止プロ

グラム等の対策を講じているが、想定した以上の自然災害の発生、従業員の過誤によるシステム障害やコンピュータウィル

スの感染等が起こった場合、営業活動の部分的停止が予想され、その結果、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及

ぼす可能性がある。 

  

（6） 個人情報の漏洩 

 当社グループは、外商顧客、ギフト顧客、友の会会員など多数の個人情報を保有している。これらの保護管理について

は、社内規程等の整備や従業員教育などにより万全を期しているが、万一、情報が外部に漏洩した場合は、当社グループの

社会的信用が失墜するとともに、企業活動が制限される可能性があり、その結果、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を及ぼす可能性がある。 

  

（7） 投融資等に関するリスク 

当社グループは事業展開するにあたり、出資、融資及び債務保証等を行っているが、投融資先等の財政状態及び経営成績

が悪化した場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（8） 繰延税金資産の回収可能性の判断による業績への影響 

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を判断するに際して将来の課税所得を合理的に見積もっているが、将来の課

税所得の見積額が減少した場合は繰延税金資産が減額され、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

る。 



（9） 退職給付債務に関するリスク 

当社グループの退職給付債務及び費用は、割引率等の数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率に基

づいて算出されている。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将

来にわたって遅延認識されるため、退職給付債務や将来期間の費用に影響を及ぼす。また、退職給付制度の見直しを行った

場合には、当該債務の全部または一部を一時的に取り崩す可能性があり、退職給付にかかる未認識債務が多額であることか

ら、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

（10） 減損損失のリスク 

当社グループは、当連結会計年度より固定資産の減損会計を早期適用しているが、今後、地価が一層下落した場合や、競

争の激化により店舗のキャッシュ・フローが著しく悪化した場合等には、当社グループにおいて新たに減損損失が発生する

可能性がある。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はない。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はない。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）経営成績の分析 

当連結会計年度の当社グループは、個人消費の持ち直しにより、業界全体として明るさが見え始めた中、営業力の強化、

業務効率化及び経費削減、グループ経営力の強化を最重点課題として、業績の向上に全力を傾注してきた。 

売上高については、近鉄モータース㈱を連結除外したことにより、前連結会計年度に比べて8,294百万円減少し323,303百

万円となった。 

営業利益は、近鉄モータース㈱を連結除外した一方で、販売力、商品力の強化に向けた取組みを実施したことによる粗利

益率の向上、物流業務の集約によるローコスト経営の推進等により当社単体の営業利益が前期末に比べ2,500百万円増加し

5,845百万円となったほか連結子会社の㈱近鉄友の会の費用計上基準を変更したことに伴い、前連結会計年度に比べて2,412

百万円増加し6,723百万円となった。 

また、経常利益については、営業利益と同様に、当社単体の好業績に加えて持分法投資損益の好転などにより前連結会計

年度に比べ3,035百万円増加し6,723百万円となった。 

当期純利益についても、当連結会計年度において旧別府店土地及び京都店売却による「固定資産売却損」、減損会計早期

適用による「減損損失」などを計上したが、営業利益、経常利益の増加に加え、「投資有価証券売却益」の計上などにより

前連結会計年度に比べ1,220百万円増加し2,743百万円となった。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期に比べ2,103百万円増加し、8,739百万円の収入となった。これは、

「税金等調整前当期純利益」が前年同期比48.4％増の5,176百万円となったほか、減損会計適用による「減損損失」、遊休

資産の売却による「固定資産売却損」ならびに本店・上本町店等の売場改装に伴う「固定資産除却損」を多額に計上したこ

とや、「仕入債務の増減額」が増加に転じたことによるものである。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期の868百万円の支出から転じて6,880百万円の収入となった。これ

は、売場改装に伴う「有形固定資産の取得による支出」があった一方で、京都店を売却したことなどによる「保証金及び敷

金の返還による収入」や、ダイヤモンドファミリー株式及び近鉄モータース株式を売却したことなどによるものである。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、前年同期に比べ10,112百万円の支出増となり、△15,552百万円となった。こ

れは、営業活動、投資活動で得られた資金を借入金の返済などに充て、有利子負債の圧縮に努めたことによるものである。

以上の結果、連結ベースの現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末と比べ68百万円増加し、

7,260百万円となった。 

  

（3）財政状態の分析 

当連結会計年度の総資産は、前連結会計年度末に比べ18,716百万円減少し178,087百万円となった。これは主に、旧別府

店土地等の売却、関係会社株式の売却、京都店にかかる保証金及び敷金の返還等により、当社単体の総資産が15,801百万円

減少したことに加え、連結子会社であった近鉄モータース㈱が連結除外となったことによるものである。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ22,018百万円減少し160,943百万円となった。これは主に、保証金及び敷金の返還

や固定資産の売却により得られた資金で有利子負債の圧縮に努めた結果、借入金総額が19,897百万円減少したことによるも

のである。 

資本合計は、前連結会計年度末に比べ3,243百万円増加し17,163百万円となった。これは主として、当期純利益が2,743百

万円となったことによるものである。 

この結果、自己資本比率は9.6％となり、１株当たり純資産額は65円29銭となった。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、当連結会計年度において、5,368百万円の設備投資を実施した。その主なものは、百貨店業においての、本

店及び上本町店等で実施した店舗改装工事等4,154百万円、卸・小売業において実施した店舗改装等263百万円である。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1）提出会社 

 （注）１．従業員数の［ ］内は外数で、臨時従業員数である。 

２．連結会社以外から賃借している土地の面積は、［ ］内に外数で記載している。 

３．連結会社以外へ賃貸しているものである。 

      （平成18年２月28日現在） 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額
従業 
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

阿倍野店 
(大阪市阿倍野区) 

百貨店業 店舗 11,845 0 － 835 12,681 
1,503
［384]

上本町店 
(大阪市天王寺区) 

百貨店業 店舗 2,214 0 － 519 2,733 
362

［268]

枚方店 
(大阪府枚方市) 

百貨店業 店舗 2,178 0
3,252
(2,607)

221 5,652 
143

［ 85]

奈良店 
(奈良県奈良市) 

百貨店業 店舗 3,941 0 － 434 4,376 
314

［299]

橿原店 
(奈良県橿原市) 

百貨店業 店舗 5,502 0
－

[5,414]
231 5,734 

244
［274]

生駒店 
(奈良県生駒市) 

百貨店業 店舗 2,388 －
1,995
(1,339)

88 4,471 
89

［171]

京都店（プラッツ近鉄) 
(京都市下京区) 

百貨店業 店舗 2 － － 3 6 
146

［ 47]

桃山店 
(京都市伏見区) 

百貨店業 店舗 1,267 －
－

[53,816]
67 1,335 

30
［ 71]

吉祥寺近鉄ビル 
(東京都武蔵野市) 

百貨店業 店舗（注）３ 2,469 －
10,085
(4,346)

0 12,555 
2

［ 1]

流通センター八尾他 
(大阪府八尾市他) 

百貨店業 倉庫・作業場他 2,610 －
6,051

(36,881)
74 8,736 

24
［ 27]



(2）国内子会社 

 （注）従業員数の［ ］内は外数で、臨時従業員数である。 

  

(3）在外子会社 

 該当事項はない。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 現時点での重要な設備投資計画は下記のとおりである。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はない。 

  

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内
容 

帳簿価格
従業
員数 
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地
（百万円） 
(面積㎡) 

その他
（百万円） 

合計 
（百万円） 

㈱ジャパン・ 
シーフーズ 

美原工場他 
(大阪府堺市美
原町他) 

卸・小売業 
生産工場 
設備 

710 249
1,316
(5,150)

125 2,401 
141
[104]

近畿配送 
サービス㈱ 

配達所他 
(大阪市北区他) 

その他事業 
配達所 
センター 

75 38
2,069
(5,601)

16 2,200 
206
[231]

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定金額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月 
完了後の
増加能力総額

（百万円） 
既支払額
（百万円） 

㈱近鉄百貨店 
阿倍野店 
(大阪市阿倍野区) 

百貨店業 売場改装 1,684 －
自己資金及び
借入金 

平成18年３月 平成19年２月 － 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）平成16年３月１日の株式交換による㈱ジャパン・シーフーズの完全子会社化に伴い、資本準備金が16百万円増加している。 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,228,276株は、「個人その他」に2,228単元及び「単元未満株式の状況」に276株含めて記載している。なお、

自己株式2,228,276株は株主名簿記載上の株式数であり、平成18年２月28日現在の実保有株式数と同一である。 

２．「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、５単元含まれている。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 1,000,000,000 

計 1,000,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
(平成18年２月28日) 

提出日現在発行数
（株） 

(平成18年５月26日) 

上場証券取引所名
又は 

登録証券業協会名 
内容 

普通株式 265,042,800 同左
㈱大阪証券取引所
市場第一部 

－ 

計 265,042,800 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成16年３月１日 － 265,042,800 － 13,252 16 266

    平成18年２月28日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 19 18 376 4 2 9,170 9,589 －

所有株式数
（単元） 

－ 34,337 367 192,794 1,044 4 36,251 264,797 245,800

所有株式数の
割合（％） 

－ 12.96 0.14 72.81 0.40 0.00 13.69 100.0 －



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、当社が保有する自己株式が2,228千株ある。 

    ２．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（りそな信託銀行再信託分・近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口）の所有株式

は、近畿日本鉄道㈱が所有していた当社株式をりそな信託銀行㈱に信託したものが、日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱に再信託されたもので、議決権行使の指図権は近畿日本鉄道㈱に留保されている。 

３．近鉄共栄持株会は、当社の取引先企業で構成されている持株会である。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権５個）含まれている。 

  

    平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 173,008 65.28 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 
（りそな信託銀行再信託分・
近畿日本鉄道株式会社退職給
付信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 17,673 6.67 

近鉄共栄持株会 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 5,772 2.18 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 5,000 1.89 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 3,000 1.13 

近鉄百貨店社員持株会 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目１番43号 2,677 1.01 

近畿日本ツーリスト株式会社 東京都千代田区神田松永町19番の２ 2,566 0.97 

近鉄保険サービス株式会社 大阪市天王寺区上本町５丁目７番12号 2,200 0.83 

中林仁良 京都市東山区 2,179 0.82 

株式会社東京スタイル 東京都千代田区麴町５丁目７番地１ 2,000 0.75 

計 － 216,076 81.53 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,344,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式262,453,000 262,453 － 

単元未満株式 普通株式  245,800 －
１単元（1,000株） 

未満株式 

発行済株式総数 265,042,800 － － 

総株主の議決権 － 262,453 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はない。 

  

  

      平成18年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

（自己保有株式） 
株式会社近鉄百貨店 

大阪市阿倍野区阿倍
野筋１丁目１番43号 

2,228,000 － 2,228,000 0.84

（相互保有株式） 
株式会社近商ストア 

大阪府松原市上田３
丁目８番28号 

116,000 － 116,000 0.04

計 － 2,344,000 － 2,344,000 0.88



２【自己株式の取得等の状況】 
(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はない。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はない。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はない。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はない。 

  

３【配当政策】 
 当社では、株主に対する利益配分を経営上の最重要政策のひとつとして位置づけており、将来の事業展開に備えた財務体質の

強化、業績や経済情勢などを総合的に勘案し、継続的な配当の実施を基本方針としている。この基本方針に基づき、当期末の利

益配当金については１株につき２円50銭とした。 

 内部留保金については、一層の財務体質の強化と設備投資等に活用し、業績の向上に努める所存である。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

回次 第108期 第109期 第110期 第111期 第112期 

決算年月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 

最高（円） 400 248 225 207 342 

最低（円） 180 164 140 169 179 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高（円） 262 263 315 309 342 306 

最低（円） 234 236 242 272 251 229 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長   辻井 昭雄 昭和７年12月19日生

昭和31年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成元年６月 同社取締役 

平成３年６月 同社常務取締役 

平成５年６月 同社専務取締役 

平成６年６月 同社取締役副社長 

平成11年６月 同社取締役社長 

平成13年５月 当社取締役 

平成15年５月 当社取締役会長（現任） 

平成15年６月 近畿日本鉄道株式会社 

       取締役会長（現任） 

10

取締役社長 
(代表取締役) 

  中川 文雄 昭和15年８月26日生

昭和39年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成８年５月 旧株式会社近鉄百貨店取締役 

平成12年５月 同社常務取締役 

平成13年２月 当社取締役 

平成14年５月 当社専務取締役 

平成15年５月 当社取締役副社長 

平成16年５月 当社取締役社長（現任） 

50

取締役副社長 
(代表取締役) 

  天野  悟 昭和10年３月27日生

昭和29年３月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成７年５月 旧株式会社近鉄百貨店取締役 

平成９年５月 同社常務取締役 

平成12年５月 同社専務取締役 

平成13年２月 当社常務取締役 

平成13年５月 当社専務取締役 

平成16年５月 当社取締役副社長（現任） 

50

専務取締役 
(代表取締役) 

営業本部長 
営業本部百貨店
事業本部長 
営業本部外商事
業本部長 

長谷川 俊彦 昭和20年２月12日生

昭和42年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成８年５月 当社取締役 

平成９年５月 当社常務取締役 

平成13年２月 当社取締役辞任 

当社総務本部本部長 

平成13年５月 当社監査役（常勤） 

平成15年５月 当社取締役 

当社常務執行役員 

平成16年５月 当社専務取締役（現任） 

37

常務取締役 総合企画本部長 廣瀨 勝治 昭和24年２月24日生

昭和46年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成10年５月 旧株式会社近鉄百貨店 

事業本部長 

平成12年５月 同社取締役 

平成13年２月 当社顧客開発本部長兼 

事業本部長 

平成13年５月 当社執行役員 

平成16年５月 当社取締役 

平成18年５月 当社常務取締役（現任） 

14

常務取締役 
管理本部長 
管理本部経理本
部長 

宮﨑 邦夫 昭和23年３月18日生

昭和46年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成10年５月 旧株式会社近鉄百貨店橿原店長 

平成14年５月 当社執行役員 

平成16年５月 当社取締役 

平成18年５月 当社常務取締役（現任） 

12



 （注）１．取締役会長辻井昭雄氏及び取締役山口昌紀氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

２．監査役川又良也氏及び同岩田和弘氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常務取締役 
営業本部百貨店
事業本部本店長 

飯田 圭児 昭和22年７月22日生

昭和46年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成11年５月 旧株式会社近鉄百貨店生駒店長 

平成14年５月 当社執行役員 

平成16年５月 当社取締役 

平成18年５月 当社常務取締役（現任） 

13

取締役 
営業本部百貨店
事業本部奈良店
長 

八尾 敏裕 昭和25年９月29日生

昭和49年４月 旧株式会社近鉄百貨店入社 

平成12年10月 同社枚方店長 

平成16年５月 当社執行役員 

平成17年３月 当社営業本部百貨店事業本部 

       奈良店長 

平成18年５月 当社取締役（現任） 

4

取締役 
営業本部営業推
進本部長 

古家 啓二 昭和25年８月15日生

昭和48年４月 旧株式会社近鉄百貨店入社 

平成16年５月 当社副本店長 

平成17年５月 当社執行役員 

       当社営業本部営業推進本部長 

平成18年５月 当社取締役（現任） 

5

取締役   山口 昌紀 昭和11年２月11日生

昭和33年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成３年６月 同社取締役 

平成５年６月 同社常務取締役 

平成９年６月 同社専務取締役 

平成11年６月 同社取締役副社長 

平成15年５月 当社取締役（現任） 

平成15年６月 近畿日本鉄道株式会社 

       取締役社長（現任） 

10

監査役 
（常勤） 

  米田 浩嗣 昭和19年11月７日生

昭和42年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成６年５月 旧株式会社近鉄百貨店 

       経営企画室次長 

平成８年５月 株式会社近商ストア常務取締役 

平成16年５月 当社監査役（常勤）（現任） 

37

監査役 
（常勤） 

  竹内  元 昭和24年８月１日生

昭和47年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成11年５月 旧株式会社近鉄百貨店 

       経営企画室長 

平成14年５月 当社執行役員 

平成16年５月 当社取締役 

平成18年５月 当社監査役（常勤）（現任） 

10

監査役   川又 良也 昭和６年２月９日生

昭和41年11月 京都大学教授 

平成６年３月 同上退官 

平成６年４月 大阪国際大学教授 

平成６年６月 近畿日本鉄道株式会社監査役

（現任） 

平成７年10月 大阪国際大学学長 

平成10年４月 同上退任 

平成13年５月 当社監査役（現任） 

平成18年３月 大阪国際大学教授退職 

－

監査役   岩田 和弘 昭和18年12月20日生

昭和41年４月 近畿日本鉄道株式会社入社 

平成11年６月 同社取締役 

平成13年６月 同社常務取締役 

平成15年６月 同社専務取締役 

平成16年５月 当社監査役（現任） 

平成17年６月 近畿日本鉄道株式会社 

       取締役副社長（現任） 

－

        計 252



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営理念に「百貨店業としての使命を遂行し、市民生活の向上と地域社会の発展に貢献し、もって社業の繁栄と

成長を期する」を掲げ、企業の社会的責任を果たし、企業価値を向上させることを経営の重要課題と位置づけている。 

この課題の実現のためには、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の確立が不可欠であると考え、顧客、株主、取引

先、地域社会等のステークホルダーとの間に良好な関係を築くとともに、経営の透明性と公正性の向上、経営監視機能の強

化、コンプライアンスの推進を柱とするコーポレート・ガバナンスの充実を図っている。 

  

(2）会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

 当社は監査役制度を採用しており、会社の機関として、会社法に定める株主総会、取締役、取締役会、監査役、監査役

会および会計監査人を設置している。 

 取締役10名のうち２名は社外取締役で、取締役会の監督機能を強化している。さらに、取締役任期の１年への短縮、取

締役および監査役に対する退職慰労金制度の廃止、執行役員制度の導入などを実施し、経営責任の明確化と業務執行の迅

速化を図っている。取締役会は、議長を社外取締役が務め、原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役

会を開催し、取締役会規程に定める付議事項を決議・報告している。 

 監査役会は、監査の基本方針等を決定するとともに、各監査役が実施した監査の報告等を行っている。なお、監査役４

名のうち２名は社外監査役である。 

 このほか、常勤の取締役、監査役および執行役員で構成する常務役員会議を設置し、経営に関する重要な事項について

審議している。さらに、個別の経営上の課題について検討するため、コンプライアンス推進委員会、環境対策推進委員会

等の組織横断的な各種委員会を設置している。 

②内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況 

 当社は、役員および従業員の拠るべき行動基準として、「近鉄百貨店（グループ）企業行動指針」を制定している。同

指針の内容の徹底を図り、当社が直面しまたは将来直面する可能性のある法令および倫理規範上の諸問題を処理・防止・

管理するため、コンプライアンス推進委員会を設置し、同委員会の事務局がコンプライアンス相談窓口となり、コンプラ

イアンスに関する相談や報告を受け付ける体制を整えている。 

 企業集団における業務の適正を確保するため、関連事業を担当する部署が中心となり、子会社および関連会社に対して

指導を行っている。また、当社の内部監査担当部署が子会社および関連会社に対して監査を実施している。さらに、当社

には親会社が存在するため、当社と親会社の間で利益の相反する取引を実施するに当たっては、親会社以外の株主の利益

に配慮し、取締役会において慎重に検討を行うこととしている。 

 当社に重大な損害を与える様々なリスクに迅速かつ適切に対応するため、危機管理委員会を設置している。同委員会に

おいて危機管理マニュアルを作成し、一定の役職者に対しこれを配布し、危機発生時における迅速な情報伝達と対策決定

ができる体制としている。また、危機管理委員会事務局に報告される当社ならびに子会社および関連会社において発生し

たリスクおよびその対応状況については、定期的に同委員会において報告を行っている。さらに、個人情報漏洩等の重大

なリスクについては、個別の規程を制定し、必要に応じて専従部署または会議体を設置することとしている。 

  



＜会社の機関および内部統制システムの整備の状況＞ 

 

③内部監査、監査役監査および会計監査の状況 

監査役の指揮を受けて監査役会および監査役の監査に関する事務を処理する専任部署として、監査役室（所属人員３

名）を置いている。また、内部監査担当部署として監査部（所属人員７名）を置き、監査規程に基づく業務監査等の内部

監査を実施している。 

当社はあずさ監査法人との間で監査契約を締結している。同監査法人は、指定社員郷田紀明、乾一良、松本浩の３名の

ほか、公認会計士11名および会計士補13名により監査を行っている。 

監査役と会計監査人であるあずさ監査法人は、監査計画および監査の結果等について意見交換を行っており、監査役は

会計監査人監査に随時立ち会うなど連携を図っている。監査役と監査部は内部監査の実施状況等について情報交換を行う

ことにより連携を図り、効率的かつ効果的な監査に努めている。 

④コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

役員および従業員に対し階層別にコンプライアンス研修を順次実施し、すべての役員および社員から「近鉄百貨店（グ

ループ）企業行動指針」遵守の確認書を徴するなど、コンプライアンスに対する意識の向上を図っている。また、個人情

報の保護を徹底するため個人情報保護管理規程の全面的な見直しを行ったほか、財務報告に関する内部統制の構築に向け

て財務報告に係る内部統制構築推進委員会を設置した。 

⑤会社と会社の社外取締役および社外監査役との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係 

当社の社外取締役２名は、近畿日本鉄道株式会社の取締役を兼務している。また、当社の社外監査役２名は同社の取締

役または監査役を兼務している。同社は、当社の親会社であり、当社に対して営業施設を賃貸している。 

⑥役員報酬の内容 

当期中に取締役に対して支払った報酬額は156百万円である。そのうち社外取締役に対して支払った報酬額は13百万円で

ある。 

当期中に監査役に対して支払った報酬額は57百万円である。そのうち社外監査役に対して支払った報酬額は12百万円で

ある。 

⑦監査報酬の内容 

当社とあずさ監査法人が締結している監査契約に基づく当期の監査報酬の額（消費税等控除後）は、公認会計士法（昭

和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬額が42百万円、上記以外の業務に基づく報酬額は0百万

円、合計42百万円である。 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連

結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、

改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2） 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成している。 

 ただし、前事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正

前の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）及び第111

期事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）並びに当連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日ま

で）及び第112期事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けている。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金 ※２  7,374 7,651 

２．受取手形及び売掛金   16,374 14,150 

３．有価証券 ※１  3 3 

４．たな卸資産 ※２  16,588 16,351 

５．繰延税金資産   1,073 891 

６．その他   9,070 11,129 

７．貸倒引当金   △57 △98 

流動資産合計   50,427 25.6 50,078 28.1

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物 ※２ 88,509 83,979  

減価償却累計額  46,826 41,683 45,266 38,713 

２．機械装置及び運搬具  1,234 996  

減価償却累計額  766 467 580 415 

３．器具及び備品  11,863 10,384  

減価償却累計額  8,383 3,479 7,187 3,196 

４．土地 ※２  42,356 35,714 

有形固定資産合計   87,986 44.7 78,040 43.8

(2）無形固定資産    

１．連結調整勘定   44 － 

２．その他   759 754 

無形固定資産合計   803 0.4 754 0.4

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 
※1,2, 
4,5 

 13,464 12,188 

２．長期貸付金   686 537 

３．保証金及び敷金   36,978 31,105 

４．繰延税金資産   5,484 4,959 

５．その他 ※３  1,245 1,525 

６．貸倒引当金   △275 △571 

７．投資評価引当金   － △532 

投資その他の資産合計   57,584 29.3 49,213 27.7

固定資産合計   146,375 74.4 128,008 71.9

資産合計   196,803 100.0 178,087 100.0

     



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年２月28日） 
当連結会計年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   25,387 25,568 

２．短期借入金 ※２  50,634 27,961 

３．未払法人税等   1,591 2,320 

４．商品券   13,531 13,257 

５．預り金   35,664 36,818 

６．繰延税金負債   0 － 

７．賞与引当金   1,595 795 

８．その他   7,207 7,283 

流動負債合計   135,612 68.9 114,004 64.0

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金 ※２  22,519 25,294 

２．繰延税金負債   1,743 82 

３．退職給付引当金   18,499 17,281 

４．その他   4,586 4,279 

固定負債合計   47,348 24.0 46,938 26.4

負債合計   182,961 92.9 160,943 90.4

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   △77 △0.0 △19 △0.0

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※７  13,252 6.7 13,252 7.4

Ⅱ 資本剰余金   266 0.1 273 0.2

Ⅲ 利益剰余金   △62 △0.0 2,020 1.1

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  699 0.4 1,844 1.0

Ⅴ 自己株式 ※８  △235 △0.1 △227 △0.1

資本合計   13,919 7.1 17,163 9.6

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  196,803 100.0 178,087 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   331,597 100.0 323,303 100.0

Ⅱ 売上原価   249,765 75.3 242,007 74.9

売上総利益   81,832 24.7 81,296 25.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  77,521 23.4 74,572 23.0

営業利益   4,310 1.3 6,723 2.1

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  124 66  

２．受取配当金  94 100  

３．施設賃貸料  249 294  

４．固定資産受贈益  － 264  

５．未請求債務整理益  376 504  

６．持分法による投資利益  － 292  

７．その他  933 1,776 0.5 693 2,217 0.7

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,109 865  

２．持分法による投資損失  239 －  

３．固定資産除却損  406 377  

４．たな卸資産評価損  － 244  

５．その他  643 2,399 0.7 728 2,216 0.7

経常利益   3,688 1.1 6,723 2.1

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  120 1,374  

２．賞与引当金戻入益等 ※２ － 1,160  

３．関係会社株式売却益  － 120 0.0 362 2,897 0.9

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 170 1,473  

２．減損損失 ※４ － 1,272  

３．固定資産除却損 ※５ 151 863  

４．投資評価引当金繰入額  － 532  

５．関係会社株式売却損  － 197  

６．その他  － 322 0.1 105 4,445 1.4

税金等調整前当期 
純利益 

  3,486 1.0 5,176 1.6

法人税、住民税及び 
事業税 

 2,486 2,424  

法人税等調整額  △572 1,914 0.6 △50 2,373 0.7

少数株主利益   49 0.0 58 0.0

当期純利益   1,522 0.4 2,743 0.9

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  249 266 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

自己株式処分差益  16 16 7 7 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  266 273 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △894 △62 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  1,522 1,522 2,743 2,743 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

配当金  655 657

役員賞与  6 4

連結子会社の持分変動
に伴う利益剰余金減少
高 

 28 690 － 661 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  △62 2,020 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

税金等調整前当期 
純利益 

 3,486 5,176 

減価償却費  4,748 3,899 

減損損失  － 1,272 

連結調整勘定償却額  47 － 

貸倒引当金の増加額  77 347 

投資評価引当金の増加
額 

 － 532 

賞与引当金の減少額  △271 △791 

退職給付引当金の 
増減額 

 1,077 △1,162 

受取利息及び受取 
配当金 

 △218 △167 

支払利息  1,109 865 

持分法による投資損益  239 △292 

固定資産売却益  △3 △0 

固定資産売却損  170 1,473 

固定資産除却損  558 1,240 

投資有価証券売却益  △120 △1,374 

関係会社株式売却益  △1 △362 

関係会社株式売却損  － 197 

投資有価証券評価損  7 － 

売上債権の増減額  821 △202 

たな卸資産の減少額  179 255 

仕入債務の増減額  △2,262 428 

その他流動資産の 
増加額 

 △253 △1,009 

その他流動負債の 
増加額 

 308 1,002 

その他固定負債の 
減少額 

 △213 － 

役員賞与の支払額  △6 △4 



   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

その他営業活動による
キャッシュ・フロー 

 △45 16 

小計  9,437 11,339 

利息及び配当金の 
受取額 

 233 182 

利息の支払額  △1,088 △884 

法人税等の支払額  △1,946 △1,898 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 6,635 8,739 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △622 △911 

定期預金の払戻による
収入 

 852 642 

有形固定資産の取得 
による支出 

 △2,353 △4,757 

有形固定資産の売却 
による収入 

 389 1,092 

無形固定資産の取得 
による支出 

 △36 △366 

投資有価証券の取得 
による支出 

 △1,993 △56 

投資有価証券の売却 
による収入 

 933 5,076 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の取得 
による支出 

 － △312 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の売却 
による収入 

 － 3,205 

短期貸付金の貸付 
による支出 

 △53,803 △57,775 

短期貸付金の回収 
による収入 

 55,778 56,294 

保証金及び敷金の差入
による支出 

 △89 △279 

保証金及び敷金の返還
による収入 

 478 5,402 



  

  

  次へ 

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

預り保証金の返還 
による支出 

 △714 △342 

預り保証金の受入 
による収入 

 157 85 

その他投資活動による
キャッシュ・フロー 

 155 △119 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △868 6,880 

   

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

短期借入金の純減少額  △6,523 △16,463 

長期借入れによる収入  10,350 14,800 

長期借入金の返済 
による支出 

 △8,608 △13,228 

自己株式取得による 
支出 

 △2 △2 

配当金の支払額  △655 △657 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △5,440 △15,552 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増加額 

 326 68 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 6,865 7,192 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

 7,192 7,260 

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社９社を連結範囲に含め、４社を

連結の範囲から除外している。非連結子

会社はいずれも小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないためである。主要な連結子

会社名は、「第１ 企業の概況 ４．関

係会社の状況」に記載しているため、省

略した。 

 子会社９社を連結範囲に含め、２社を

連結の範囲から除外している。非連結子

会社はいずれも小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないためである。主要な連結子

会社名は、「第１ 企業の概況 ４．関

係会社の状況」に記載しているため、省

略した。 

  主要な非連結子会社；㈱シュテルン箕面 

㈱モトーレン千葉 

主要な非連結子会社；㈱Ｋサポート 

  

  連結範囲の異動状況 連結範囲の異動状況 

  （除外）㈱ジャパン・シーフーズ

（旧）、九州近鉄商事㈱ 

 なお、㈱ジャパン・シーフ

ーズ（旧）及び九州近鉄商事

㈱は、平成16年５月１日、㈱

ビスタフーズによる吸収合併

により連結の範囲から除外と

なっている。また、㈱ビスタ

フーズは同日付で商号を㈱ジ

ャパン・シーフーズに変更し

ている。 

（新規）㈱シュテルン箕面 

なお、㈱シュテルン箕面

は、重要性が増したため、当

連結会計年度から連結の範囲

に含めている。 

  

（除外）近鉄モータース㈱ 

なお、近鉄モータース㈱

は、当社が所有する同社の全

株式を売却したため、連結の

範囲から除外している。 

  

２．持分法の適用に関する 

事項 

 持分法適用の関連会社は、㈱中部近鉄

百貨店、㈱近鉄松下百貨店、㈱近商スト

ア、㈱ダイヤモンドファミリーの４社で

ある。 

 また、㈱近商ストアの連結調整勘定相

当額については、20年間の均等償却を行

っている。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（㈱シュテルン箕面、㈱モトーレン千

葉、㈱Ｋサポート、丸物不動産㈱）及び

関連会社（生駒都市開発㈱）は、それぞ

れ連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲から除

外した。 

 持分法適用の関連会社は、㈱中部近鉄

百貨店、㈱近鉄松下百貨店、㈱近商スト

アの３社である。 

 また、㈱近商ストアの連結調整勘定相

当額については、20年間の均等償却を行

っている。 

 持分法を適用していない非連結子会社

（㈱Ｋサポート、丸物不動産㈱）及び関

連会社（生駒都市開発㈱）は、それぞれ

連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重要

性がないため持分法の適用範囲から除外

した。 

  

    持分法適用の異動状況 

    （除外）㈱ダイヤモンドファミリー 

なお、㈱ダイヤモンドファ

ミリーは、当社が所有する同

社の全株式を売却し、持分法

適用の範囲から除外している

が、中間期までの損益につい

ては持分法を適用している。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致している。 

 連結子会社のうち㈱シュテルン箕面の

決算日は12月末日、他の連結子会社の決

算日は当社と同じく２月末日である。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、決

算日現在の財務諸表を使用している。た

だし、連結決算日までの期間に発生した

重要な取引については、連結上必要な調

整を行っている。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

４．会計処理基準に関する 

事項 

  

  

  

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 有価証券 

１．満期保有目的債券 １．満期保有目的債券 

   償却原価法（定額法） 同左 

  ２．その他有価証券 ２．その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

  たな卸資産 たな卸資産 

  商品 商品 

   主として売価還元法による原価法 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

   主として移動平均法による原価法 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 

 主として定額法 同左 

  無形固定資産 無形固定資産 

   定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってい

る。 

同左 

(3）重要な引当金の計上 

基準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金などの貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

同左 

  ②      ────── ② 投資評価引当金 

     取引所の相場のない株式を適正に評

価するため、投資先の資産状態等を勘

案して特に計上を要すると認められる

金額を計上している。 

  ③ 賞与引当金 ③ 賞与引当金 

   従業員賞与の支給に備えて、支給見

込額のうち当連結会計年度対応分を計

上している。 

 従業員賞与の支給に備えて、支給見

込額のうち当連結会計年度対応分を計

上している。 

（追加情報） 

当社及び連結子会社の一部は、当連結

会計年度から人事制度改革の一環とし

て従業員に支給する賞与についてその

適正な配分を図るため、より業績を反

映する配分方法に改め、併せて賞与の

支給対象期間を変更した。これによ

り、賞与の支給方法の変更に伴い、賞

与引当金等1,160百万円を戻し入れ、

特別利益として計上している。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  ④ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上している。 

 会計基準変更時差異については15年

による按分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から、費用処

理している。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により、発生年

度から費用処理している。 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると

認められる額を計上している。 

 会計基準変更時差異については15年

による按分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（14年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から、費用処

理している。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により、発生年

度から費用処理している。 

 なお、従業員の平均残存勤務期間が

短縮されたことに伴い、数理計算上の

差異及び過去勤務債務の償却年数を15

年から14年に変更している。この変更

による影響は軽微である。 

(4）重要なリース取引の 

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の 

方法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしているので、特例処理

を採用している。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  （ヘッジ手段）   金利スワップ （ヘッジ手段）   同左 

  （ヘッジ対象）   借入金の利息 （ヘッジ対象）   同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っている。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップの想定元本、利息の受

払条件（利子率、利息の受払日等）及

び契約期間がほぼ同一であり、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしてい

るため有効性の評価を省略している。 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。 同左 

５．連結子会社の資産及び 

負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に 

関する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っている。ただし、重

要性のないものについては発生した期の

損益として処理している。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成している。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の 

範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっている。 

同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日以降に終了する連結

会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになっ

たことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用している。これにより販売費及び一般管理

費が146百万円減少し、営業利益、経常利益が同額増加

し、税金等調整前当期純利益は1,126百万円減少してい

る。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載している。 

 また、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

────── （費用計上基準の変更） 

   連結子会社である㈱近鉄友の会は、同社会員に対し積

立満了時に買物券に付加されるボーナス券の費用計上

を、従来、買物券の発行時に行っていたが、当連結会計

年度から買物券の使用額に応じて費用計上する方法に変

更した。この変更は、当連結会計年度に買物券の管理シ

ステムを見直し、買物券を従来の暦年管理から月管理に

変更したことから、どの発行年月のものが使用されたか

が月次で把握できるようになったこと、友の会の会員数

の増加に伴い、ボーナス券の費用計上額に重要性が増し

てきたことから、費用収益の対応をより明確にし、経営

成績を適正に表示するために行われたものである。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ販売

費及び一般管理費は772百万円減少し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ同額増加し

ている。なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載している。 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （連結損益計算書） 

  １． 「固定資産受贈益」は、前連結会計年度において

は営業外収益の「その他」に含めて表示していた

が、営業外収益の合計の100分の10を超えたため当

連結会計年度において区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度の営業外収益の「その他」

に含まれている「固定資産受贈益」は101百万円で

ある。 

  

  ２． 「たな卸資産評価損」は、前連結会計年度におい

ては営業外費用の「その他」に含めて表示していた

が、営業外費用の合計の100分の10を超えたため当

連結会計年度において区分掲記した。 

 なお、前連結会計年度の営業外費用の「その他」

に含まれている「たな卸資産評価損」は166百万円

である。 



追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（連結貸借対照表） 同左 

 連結子会社が債務超過である場合、その取扱いにおい

て少数株主のうち近畿日本鉄道㈱については、同社が当

社の親会社であることに鑑み同社の持分損失額を負担さ

せている。他の少数株主については、出資額を限度とし

て損失を負担させ、これを超える持分損失額は当社が負

担している。 

  

────── （連結損益計算書） 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が192百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少している。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（平成18年２月28日） 

※１ このうち不動産賃借に対する担保として、有価証

券３百万円、投資有価証券20百万円を供している。 

※１ このうち不動産賃借に対する担保として、有価証

券３百万円、投資有価証券20百万円を供している。 

※２ このうち短期借入金2,521百万円、１年以内に返

済予定の長期借入金642百万円及び長期借入金660百

万円に対する担保として、現金及び預金60百万円、

建物792百万円、土地4,993百万円及び投資有価証券

（上場株式）65百万円を供している。 

※２ このうち短期借入金356百万円、１年以内に返済

予定の長期借入金47百万円及び長期借入金58百万円

に対する担保として、商品670百万円、建物145百万

円、土地228百万円を供している。 

※３ このうち受託事業基金に対する担保として、投資

その他の資産（その他）100百万円を供している。 

※３ このうち受託事業基金に対する担保として、投資

その他の資産（その他）232百万円を供している。 

※４ 以下の資産を、割賦販売法に基づいて供託してい

る。 

※４ 以下の資産を、割賦販売法に基づいて供託してい

る。 
  

投資有価証券 1,740百万円 投資有価証券 1,767百万円

※５ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 

※５ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりである。 
  

投資有価証券（株式） 3,448百万円 投資有価証券（株式） 2,091百万円

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証債務 
  

㈱近鉄松下百貨店 1,296百万円

㈱モトーレン千葉 850百万円

㈱シュテルン箕面 650百万円

丸物不動産㈱ 222百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 31百万円

計 3,050百万円

  

㈱近鉄松下百貨店 907百万円

丸物不動産㈱ 188百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 30百万円

計 1,126百万円

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証予約 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等

に対する保証予約 
  

㈱和歌山近鉄百貨店 7,145百万円

㈱近鉄松下百貨店 550百万円

丸物不動産㈱ 139百万円

計 7,834百万円
  

㈱近鉄松下百貨店 410百万円

丸物不動産㈱ 116百万円

計 526百万円

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式265,042,800

株である。 

※７ 当社の発行済株式総数は、普通株式265,042,800

株である。 

※８ 当社及び持分法を適用した関連会社が保有する自

己株式の数は、普通株式2,309,765株である。 

※８ 当社及び持分法を適用した関連会社が保有する自

己株式の数は、普通株式2,260,455株である。 



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりである。 
  

貸倒引当金繰入額 160百万円

賞与引当金繰入額 1,410百万円

退職給付費用 3,187百万円

給料及び手当 21,660百万円

賃借料 13,120百万円

宣伝広告費 7,877百万円

貸倒引当金繰入額 449百万円

賞与引当金繰入額 694百万円

退職給付費用 2,693百万円

給料及び手当 20,844百万円

賃借料 12,499百万円

宣伝広告費 6,587百万円

※２       ────── ※２ 賞与引当金戻入益等の内訳は次のとおりである。 
    

賞与引当金 1,040百万円

未払社会保険料 119百万円

※３ 固定資産売却損は次のとおりである。 ※３ 固定資産売却損は次のとおりである。 
  

  

建物及び構築物 77百万円

器具及び備品 3百万円

土地 88百万円

建物及び構築物 364百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

器具及び備品 76百万円

土地 1,029百万円

※４       ────── ※４ 減損損失 

  当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上した。 

  
場所 用途 種類 

減損損失 

（百万円）

京都店 
（京都市下京区） 

店舗 
リース

資産他 
139 

桃山店 
（京都市伏見区） 

店舗 
建物、

設備他 
683 

桔梗が丘店 
（三重県名張市） 

店舗 
建物、

設備他 
386 

近鉄ハーツ 
（大阪府東大阪市)

賃貸 

不動産

建物、

設備他 
63 

合計 1,272 

  店舗及び賃貸不動産については、キャッシュ・

フローを生み出す独立した最小単位として、管理

会計上の区分を基礎とし、主として店舗あるいは

賃貸不動産を基本単位としてグルーピングをして

いる。 

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

ある上記の資産グループについて減損損失を認識

し、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額して、当該減少額を減損損失（1,272百万円）

として特別損失に計上した。 

減損損失の内訳は建物及び構築物1,013百万円、

リース資産147百万円、その他111百万円となっ

た。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用し、

重要性の高い資産グループについては、不動産鑑

定評価基準に基づいて評価している。 

※５ 固定資産除却損は次のとおりである。 ※５ 固定資産除却損は次のとおりである。 
  

建物及び構築物 135百万円

器具及び備品 15百万円

建物及び構築物 715百万円

器具及び備品 147百万円



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 
  

平成17年２月28日現在 

現金及び預金勘定 7,374百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金 

△182百万円

現金及び現金同等物 7,192百万円

平成18年２月28日現在 

現金及び預金勘定 7,651百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金 

△391百万円

現金及び現金同等物 7,260百万円

２．       ────── 

  

２． 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

     当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子

会社となった会社の資産及び負債の主な内訳は次の

とおりである。 

     ㈱シュテルン箕面 

  流動資産     1,822百万円

固定資産     677百万円

資産合計     2,499百万円

       

流動負債     2,018百万円

固定負債     97百万円

負債合計     2,116百万円

３．       ────── ３． 株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳 

     当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳は次のと

おりである。 

     近鉄モータース㈱ 

  流動資産     3,917百万円

固定資産     8,243百万円

資産合計     12,161百万円

        

流動負債     6,649百万円

固定負債     960百万円

負債合計     7,609百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当

額 
  

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却 
累計額 
相当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

建物及び構築
物 

82 10 71

機械装置及び
運搬具 

430 224 206

器具及び備品 1,376 353 1,022

無形固定資
産・その他 

94 52 41

合計 1,984 642 1,342

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及び構
築物 

25 6 － 19 

機械装置及
び運搬具 

425 191 21 213 

器具及び備
品 

1,377 492 126 758 

無形固定資
産・その他 

63 40 － 22 

合計 1,892 730 147 1,014 

（注）取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産及び無形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため支払利子込み法に

よっている。 

同左 

２． 未経過リース料期末残高相当額 ２． 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産

減損勘定期末残高 
  

  

１年以内 319百万円

１年超 1,022百万円

合計 1,342百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 323百万円

１年超 805百万円

合計 1,129百万円

リース資産減損勘定期末残高 114百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産及び無形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため支

払利子込み法によっている。 

同左 

３． 支払リース料及び減価償却費相当額 ３． 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額及び減損損失 
  

  

支払リース料 339百万円

減価償却費相当額 339百万円

支払リース料 338百万円

リース資産減損勘定の取崩額 32百万円

減価償却費相当額 305百万円

減損損失 147百万円

４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

（前連結会計年度）（平成17年２月28日現在） 
  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成16年３月１日～平成17年２月28日） 

  

４．時価評価されていない主な有価証券 

  

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  種類 
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 

国債・地方債等 1,768 1,769 1

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 2,542 3,786 1,244

(2）債券 － － －

(3）その他 21 34 12

小計 2,563 3,820 1,257

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 2,145 2,059 △86

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2,145 2,059 △86

  合計 4,709 5,880 1,171

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

678 123 1

  連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券 

非上場外国債 395

(2）子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式 3,448

(3）その他有価証券 

非上場株式 1,476

出資証券 500

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等 3 20 1,744 －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － 95 299

２．その他  

投資信託 － 7 26 －

貸付信託の受益証券 － － － －

出資証券 － － 500 －

合計 3 27 2,366 299



（当連結会計年度）（平成18年２月28日現在） 

  

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成17年３月１日～平成18年２月28日） 

  

４．時価評価されていない主な有価証券 

  
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計
上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 20 20 0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 20 20 0

時価が連結貸借対照表計
上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 1,775 1,761 △14

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,775 1,761 △14

  合計 1,795 1,781 △13

  種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1）株式 3,525 6,558 3,033

(2）債券 － － －

(3）その他 21 41 19

小計 3,546 6,599 3,052

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1）株式 11 10 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 11 10 △0

  合計 3,558 6,610 3,052

売却額（百万円） 売却益の合計（百万円） 売却損の合計（百万円） 

3,192 1,374 －

  連結貸借対照表計上額（百万円）

(1）満期保有目的の債券 

非上場外国債 395

(2）子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式 2,091

(3）その他有価証券 

非上場株式 1,299

  

  
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内
（百万円） 

５年超10年以内
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１．債券  

(1）国債・地方債等 3 20 1,771 －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － 96 299

２．その他  

投資信託 － 10 30 －

貸付信託の受益証券 － － － －

   

合計 3 30 1,898 299



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

  

２．取引の時価等に関する事項 

 前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18

年２月28日）において、当社グループが利用しているデリバティブ取引については、すべてヘッジ会計が適用されてい

るため記載していない。 

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(1）取引の内容 (1）取引の内容 

 当社は、外貨建輸入商品の買付にあたり、商品原価

の安定を図るため外貨建取引ごとに個々の為替予約取

引を行っている。 

 また、当社は借入金の金利上昇リスクを回避する目

的のため、金利スワップ取引を利用している。 

同左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

 当社が行う為替予約取引については、為替レートの

変動リスクをヘッジするためのもので、外貨建輸入商

品購入の成約高の範囲で行うこととしている。 

 また、当社が行う金利スワップ取引については、金

利上昇リスクをヘッジするためのもので、想定元本が

対象となる借入金に一致するものに限り取組むことと

し、いずれも投機的な取引は行わない方針である。 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 (3）取引に係るリスクの内容 

 当社が行う為替予約取引及び金利スワップ取引は、

為替相場の変動及び金利変動によるリスクを有してい

る。なお、デリバティブ取引の契約先は大手銀行に限

定しており、不履行による損失の発生はないものと判

断している。 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 (4）取引に係るリスク管理体制 

 当社は、為替予約取引については取引の都度、取締

役社長の決裁を得ることとしている。また当社が行う

金利スワップ取引については長期固定金利調達の一環

として、取締役会の承認を得ることとしている。いず

れも実施効果については社内報告を行うこととしてい

る。なお、管理規程は特には定めていない。 

同左 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度

１．採用している退職給付制度の概要 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度等を設けてい

る。 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度等を設けている。なお、当社は、平成17年12

月に退職一時金制度を廃止し、確定給付企業年金制度

へ移行した。 

２．退職給付債務に関する事項(平成17年２月28日現在) ２．退職給付債務に関する事項(平成18年２月28日現在) 
  

  （単位：百万円）

イ 退職給付債務 △28,328

ロ 年金資産 250

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △28,078

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 6,884

ホ 未認識数理計算上の差異 2,636

ヘ 未認識過去勤務債務 57

ト 
  

連結貸借対照表計上額純額 
（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 

△18,499

チ 前払年金費用 －

リ 退職給付引当金（ト－チ） △18,499

  （単位：百万円）

イ 退職給付債務 △27,048

ロ 年金資産 1,980

ハ 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △25,067

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 5,865

ホ 未認識数理計算上の差異 2,375

ヘ 未認識過去勤務債務 △454

ト 
  

連結貸借対照表計上額純額 
（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 

△17,281

チ 前払年金費用 －

リ 退職給付引当金（ト－チ） △17,281

（注） 連結子会社については、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用している。 

（注） 連結子会社については、退職給付債務の算

定にあたり、簡便法を採用している。 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） （自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 
  

  （単位：百万円）

イ 勤務費用 1,697

ロ 利息費用 661

ハ 期待運用収益 －

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 625

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 201

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 4

ト 
  

退職給付費用 
（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 

3,190

  （単位：百万円）

イ 勤務費用 1,266

ロ 利息費用 660

ハ 期待運用収益 △6

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 585

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 226

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △39

ト 
  

退職給付費用 
（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 

2,693

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上してい

る。 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上してい

る。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
  

イ 
  

退職給付見込額の期間配分方法 
  

期間定額基
準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 －％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 15年 

  （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生年度か

ら費用処理している。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 15年 

  （発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から、

費用処理している。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 

イ 
  

退職給付見込額の期間配分方法 
  

期間定額基
準 

ロ 割引率 2.5％ 

ハ 期待運用収益率 2.5％ 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 14年 

  （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、発生年度か

ら費用処理している。） 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 14年 

  （発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から、

費用処理している。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 

  （注） なお、従業員の平均残存勤務期間が短縮さ

れたことに伴い、数理計算上の差異及び過

去勤務債務の償却年数を15年から14年に変

更している。 



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（平成18年２月28日） 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  

  （単位：百万円）

繰延税金資産   

退職給付引当金 5,192

固定資産未実現損益 735

賞与引当金 649

未払事業税 140

会員権評価損 121

未払事業所税 93

税務上の繰越欠損金 82

賞与引当金に係る社会保険料 80

貸倒引当金 72

長期未払金 46

投資有価証券評価損 25

その他 148

繰延税金資産合計 7,388

評価性引当額 △320

繰延税金資産合計 7,068
  

  （単位：百万円）

繰延税金資産   

退職給付引当金 4,864

固定資産未実現損益 859

減損損失 457

賞与引当金 326

貸倒引当金 314

投資評価引当金 215

未払事業税 187

税務上の繰越欠損金 100

未払事業所税 87

会員権評価損 86

その他 457

繰延税金資産合計 7,958

評価性引当額 △864

繰延税金資産合計 7,093

繰延税金負債  

土地評価差額 1,694

その他有価証券評価差額金 475

固定資産圧縮積立金 82

貸倒引当金 0

繰延税金負債合計 2,253

   

繰延税金資産の純額 4,814   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 1,239

固定資産圧縮積立金 82

貸倒引当金 3

繰延税金負債合計 1,325

   

繰延税金資産の純額 5,768

 平成17年２月28日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

 平成18年２月28日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 
  

  （単位：百万円）

流動資産―繰延税金資産 1,073

固定資産―繰延税金資産 5,484

流動負債―繰延税金負債 0

固定負債―繰延税金負債 1,743

  （単位：百万円）

流動資産―繰延税金資産 891

固定資産―繰延税金資産 4,959

流動負債―繰延税金負債 －

固定負債―繰延税金負債 82

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異原因 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異原因 
  

  

（単位：％）

法定実効税率 41.9

   （調整）  

交際費等永久に算入されない項目 2.6

 税務上の繰越欠損金の利用 △2.6

 住民税均等割 1.7

 持分法投資損失 2.9

 評価性引当額の増減 3.1

 その他 5.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.9

（単位：％）

法定実効税率 40.6

   （調整）  

交際費等永久に算入されない項目 1.4

 税務上の繰越欠損金の利用 △0.4

 住民税均等割 1.1

 関係会社株式売却益の修正 △5.6

 持分法投資利益 △2.3

 評価性引当額の増減 4.3

 その他 6.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.9



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法：当社の事業区分は事業内容を勘案して決定している。 

２．当連結会計年度において「卸・小売業」の売上高が減少し営業利益が増加している主な要因は、前連結会計年度末に㈱

近商ストアが連結子会社から持分法適用関連会社となったこと及び㈱シェトワが連結の範囲から除外となったことによ

るものである。なお、「卸・小売業」に含まれる㈱近商ストア及び㈱シェトワの前連結会計年度の売上高は70,590百万

円、営業費用は70,695百万円、営業損失は104百万円である。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はない。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用に係る償却費と支出額を含んでいる。 

  

  
百貨店業 
（百万円） 

卸・小売業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する
売上高 

304,701 16,698 10,198 331,597 － 331,597

(2）セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

316 6,853 10,995 18,164 (18,164) －

計 305,017 23,551 21,193 349,762 (18,164) 331,597

営業費用 301,851 23,332 20,468 345,653 (18,365) 327,287

営業利益 3,165 218 725 4,109 200 4,310

Ⅱ．資産、減価償却費 
及び資本的支出 

  

資産 177,961 11,946 8,088 197,996 (1,193) 196,803

減価償却費 4,416 253 78 4,748 － 4,748

資本的支出 1,876 341 156 2,374 － 2,374



当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

 （注）１．事業区分の方法：当社の事業区分は事業内容を勘案して決定している。 

２．当連結会計年度において「卸・小売業」の売上高及び営業利益が減少している主な要因は、近鉄モータース㈱が連結除

外となったことによるものである。なお、「卸・小売業」に含まれる近鉄モータース㈱の前連結会計年度の売上高は

11,954百万円、営業費用は11,778百万円、営業利益は176百万円である。 

３．当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較し、「百貨店業」の営業費用が

146百万円減少し、営業利益が同額増加している。 

４．「百貨店業」に含まれている㈱近鉄友の会は、当連結会計年度から費用計上基準の変更を行ったため、従来の方法に

よった場合に比べ、「百貨店業」の営業費用が772百万円減少し、営業利益は同額増加している。 

５．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。 

６．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産はない。 

７．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用に係る償却費と支出額を含んでいる。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２

月28日）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２

月28日）において、海外売上高がないため、該当事項はない。 

  

  
百貨店業 
（百万円） 

卸・小売業
（百万円） 

その他事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益   

売上高   

(1）外部顧客に対する
売上高 

301,356 7,777 14,169 323,303 － 323,303

(2）セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

106 6,476 11,168 17,751 (17,751) －

計 301,463 14,254 25,337 341,054 (17,751) 323,303

営業費用 295,632 14,086 24,559 334,278 (17,698) 316,580

営業利益 5,830 167 777 6,776 (52) 6,723

Ⅱ．資産、減価償却費、
減損損失 
及び資本的支出 

  

資産 166,847 6,520 9,351 182,719 (4,632) 178,087

減価償却費 3,619 150 129 3,899 － 3,899

減損損失 1,272 － － 1,272 － 1,272

資本的支出 4,565 268 383 5,218 － 5,218



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

  

(2）兄弟会社等 

 （注）１．建物の賃借料は、近隣の取引実勢等を勘案し、交渉により決定している。 

２．保証金及び敷金は、店舗施設の賃貸借契約に基づくもので、入居保証金及び敷金等の合計額である。 

３．債務保証予約等は、金融機関からの借入金及び商取引に対する保証に対して行ったものである。 

４．上記の金額には消費税等を含んでいない。 

  

当連結会計年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．建物の賃借料は、近隣の取引実勢等を勘案し、交渉により決定している。 

２．保証金及び敷金は、店舗施設の賃貸借契約に基づくもので、入居保証金及び敷金等の合計額である。 

３．投資有価証券の売却価格は、取引直前の東京証券取引所における終値の単純平均により決定している。 

４．上記の金額には消費税等を含んでいない。 

  

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
近畿日本
鉄道㈱ 

大阪市 
天王寺区 

92,741 
鉄軌道事
業 

直接
74.2 

間接 
2.5 

兼任
４名 

営業用
施設等
の賃借 

保証金利息の
受取 

70 
保証金 
及び敷金 

12,740

建物の賃借料 8,694 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の子
会社 

㈱和歌山
近鉄百貨
店 

和歌山県 
和歌山市 

487 百貨店業 －

兼任
３名 
出向 
２名 

営業活
動の支
援 

債務保証予約
等 

7,176 － －

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
近畿日本
鉄道㈱ 

大阪市 
天王寺区 

92,741 
鉄軌道事
業 

直接
72.7 

間接 
1.3 

兼任
４名 

営業用
施設等
の賃借 

保証金利息の
受取 

28 
保証金 
及び敷金 

8,592

建物の賃借料 7,689 

投資有価証券
の売却 
 売却代金 
 売却益 

   
   

1,324 － －
719 － －



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 52円98銭

１株当たり当期純利益 ５円77銭

１株当たり純資産額 65円29銭

１株当たり当期純利益 10円42銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載していな

い。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在していないため記載していな

い。 

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当期純利益（百万円） 1,522 2,743 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 6 6 

（うち利益処分による役員賞与金） (6) (6) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,516 2,737 

期中平均株式数（千株） 262,740 262,758 

前連結会計年度
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

──────  総資産の圧縮により財務体質の改善を図るため、平成

18年７月31日をもって当社所有の吉祥寺近鉄ビル（賃貸

物件）ほか土地建物を株式会社スター・キャピタルに譲

渡する旨の売買契約を平成18年３月９日に締結した。 

 なお、本件譲渡により、平成18年度において固定資産

売却益約48億円を計上する予定である。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はない。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

区分 
前期末残高
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 41,688 16,705 1.03 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 8,946 11,256 1.50 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 22,519 25,294 1.36 
平成19年～ 
平成22年 

その他の有利子負債 
（従業員社内預金等） 

3,913 3,667 0.60 － 

計 77,067 56,923 1.24 － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内
（百万円） 

３年超４年以内
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

  9,196 11,468 4,130 500 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）  
  

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   6,799 5,733 

２．受取手形   502 532 

３．売掛金   11,476 11,099 

４．有価証券 ※１  3 3 

５．商品   13,995 13,894 

６．貯蔵品   92 134 

７．前払費用   846 905 

８．短期貸付金 ※２  650 1,460 

９．未収金 
 

 752 779 

10．繰延税金資産   955 799 

11．その他の流動資産   1,421 1,565 

12．貸倒引当金   △28 △68 

流動資産合計   37,467 21.2 36,838 22.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  25,502 25,024  

減価償却累計額  7,235 18,266 7,808 17,216 

２．建物附属設備  58,516 56,273  

減価償却累計額  37,658 20,857 36,016 20,257 

３．構築物  1,083 961  

減価償却累計額  613 469 561 400 

４．車輌及び運搬具  212 57  

減価償却累計額  179 33 40 17 

５．器具及び備品  10,477 9,305  

減価償却累計額  7,537 2,939 6,409 2,896 

６．土地   35,437 33,750 

有形固定資産合計   78,004 44.2 74,539 46.4



   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産    

１．借地権   387 387 

２．商標権   13 8 

３．ソフトウェア   201 206 

４．その他   102 101 

無形固定資産合計   704 0.4 703 0.5

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１  7,782 7,926 

２．関係会社株式   11,201 6,474 

３．破産更生債権等   244 519 

４．長期前払費用   90 95 

５．建設協力金   10,837 9,764 

６．差入敷金・保証金 ※２  24,937 20,893 

７．従業員長期貸付金   381 349 

８．関係会社長期貸付金   500 500 

９．繰延税金資産   4,692 3,946 

10．その他の投資等   592 507 

11．貸倒引当金   △446 △864 

12．投資評価引当金   △579 △1,584 

投資その他の資産合計   60,234 34.2 48,529 30.2

固定資産合計   138,944 78.8 123,772 77.1

資産合計   176,411 100.0 160,610 100.0

     



   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  
  

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   23,350 23,330 

２．短期借入金   39,823 21,094 

３．未払金   3,964 3,768 

４．未払法人税等   1,474 1,957 

５．未払消費税等   722 831 

６．未払費用   850 738 

７．前受金   466 495 

８．商品券   13,531 13,257 

９．預り金 ※２  6,019 5,749 

10．従業員預り金   3,913 3,667 

11．関係会社短期預り金   19,500 19,500 

12．賞与引当金   1,287 625 

13．その他の流動負債   － 32 

流動負債合計   114,903 65.1 95,046 59.2

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   20,980 24,986 

２．退職給付引当金   17,974 16,809 

３．預り保証金   4,460 4,080 

４．その他   114 197 

固定負債合計   43,530 24.7 46,073 28.7

負債合計   158,433 89.8 141,120 87.9



  

  

   
前事業年度

（平成17年２月28日） 
当事業年度 

（平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３  13,252 7.5 13,252 8.3

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  266 266  

資本剰余金合計   266 0.1 266 0.1

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  416 482  

２．当期未処分利益  3,581 3,897  

利益剰余金合計   3,997 2.3 4,379 2.7

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

  680 0.4 1,812 1.1

Ⅴ 自己株式 ※４  △218 △0.1 △221 △0.1

資本合計   17,977 10.2 19,489 12.1

負債・資本合計   176,411 100.0 160,610 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   304,202 100.0 300,700 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  14,014 13,995  

２．当期商品仕入高  231,504 227,154  

合計  245,519 241,149  

３．商品期末たな卸高  13,995 231,523 76.1 13,894 227,255 75.6

売上総利益   72,678 23.9 73,444 24.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．宣伝費  7,249 6,184  

２．配送費  1,918 1,711  

３．貸倒引当金繰入額  165 469  

４．役員報酬及び従業員 
給料手当 

 16,527 15,882  

５．従業員賞与  1,241 2,228  

６．賞与引当金繰入額  1,287 625  

７．退職給付費用  3,038 2,559  

８．福利厚生費  3,038 3,056  

９．営繕・施設整備費  388 488  

10．水道光熱費  2,351 2,181  

11．集金販売手数料  3,344 3,035  

12．業務委託料  6,340 6,736  

13．賃借料  12,214 11,697  

14．減価償却費  4,289 3,616  

15．その他  5,936 69,333 22.8 7,125 67,599 22.5

営業利益   3,345 1.1 5,845 1.9



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  108 66  

２．受取配当金  63 118  

３．未請求債務整理益  376 503  

４．家賃収入  518 516  

５．カード利用手数料  182 200  

６．固定資産受贈益  － 264  

７．雑収入  695 1,944 0.6 473 2,144 0.7

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  1,114 996  

２．固定資産除却損  402 370  

３．雑支出  507 2,024 0.6 875 2,242 0.7

経常利益   3,264 1.1 5,747 1.9

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  314 1,374  

２．賞与引当金戻入益等 ※１ － 314 0.1 1,032 2,407 0.8

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※２ － 1,473  

２．減損損失 ※３ － 1,272  

３．投資評価引当金繰入額 ※４ 478 1,005  

４．固定資産除却損 ※５ 151 863  

５．関係会社株式売却損  － 300  

６．貸倒引当金繰入額 ※６ 195 824 0.3 117 5,032 1.7

税引前当期純利益   2,754 0.9 3,122 1.0

法人税、住民税及び 
事業税 

 2,264 1,955  

法人税等調整額  △525 1,738 0.6 128 2,083 0.7

当期純利益   1,015 0.3 1,039 0.3

前期繰越利益   2,565 2,857 

当期未処分利益   3,581 3,897 

     



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年５月26日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年５月25日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  3,581 3,897 

Ⅱ 利益処分額  

１．利益準備金  66 66

２．配当金  657 723 657 723 

Ⅲ 次期繰越利益  2,857 3,174 

   



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 同左 

  子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

    

  
商品 評価基準 

  評価方法 

貯蔵品 評価基準 

  評価方法 

  
原価法 

売価還元法 

原価法 

移動平均法 

同左 

同左 

同左 

同左 

３．固定資産の減価償却の 

方法 

    

(1）有形固定資産 定額法 同左 

(2）無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっている。 

同左 

４．引当金の計上基準     

(1）貸倒引当金  売上債権、貸付金などの貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上している。 

同左 

(2）投資評価引当金  取引所の相場のない株式を適正に評価

するため、投資先の資産状態等を勘案し

て特に計上を要すると認められる金額を

計上している。 

同左 

(3）賞与引当金  従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当期対応分を計上してい

る。 

 従業員賞与の支給に備えるため、支給

見込額のうち当期対応分を計上してい

る。 

（追加情報） 

当社は、当事業年度から人事制度改革の

一環として従業員に支給する賞与につい

てその適正な配分を図るため、より業績

を反映する配分方法に改め、併せて賞与

の支給対象期間を変更した。これによ

り、賞与の支給方法の変更に伴い、賞与

引当金等1,032百万円を戻し入れ、特別

利益として計上している。 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

(4）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額に基づ

き、当期末において発生していると認め

られる額を計上している。 

 会計基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理している。 

 過去勤務債務は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により、発生年度から

費用処理している。 

従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上している。 

会計基準変更時差異については、15年

による按分額を費用処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌期から費

用処理している。 

過去勤務債務は、発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により、発生年度から

費用処理している。 

なお、従業員の平均残存勤務期間が短

縮されたことに伴い、数理計算上の差異

及び過去勤務債務の償却年数を15年から

14年に変更している。この変更による影

響は軽微である。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

６．ヘッジ会計の方法     

(1）ヘッジ会計の方法  金利スワップについては、特例処理の

要件を満たしているので、特例処理を採

用している。 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ 

対象 

    

ヘッジ手段  金利スワップ 同左 

ヘッジ対象  借入金の利息 同左 

(3)ヘッジ方針  借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っており、へ

ッジ対象の識別は個別契約毎に行ってい

る。 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の 

方法 

 金利スワップの想定元本、利息の受払

条件（利子率、利息の受払日等）及び契

約期間がほぼ同一であり、金利スワップ

の特例処理の要件を満たしているため、

有効性の評価を省略している。 

同左 

７．その他財務諸表作成の 

ための重要な事項 

    

消費税等の会計処理  税抜方式によっている。 同左 



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）が平成16年３月31日以降に終了する事業

年度に係る財務諸表から適用できることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用

している。これにより販売費及び一般管理費が146百万

円減少し、営業利益、経常利益が同額増加し、税引前当

期純利益は1,126百万円減少している。 

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 
  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

―――――― （損益計算書） 

  

「固定資産受贈益」は、前事業年度においては営業外

収益の「雑収入」に含めて表示していたが、営業外収益

の合計の100分の10を超えたため当事業年度において区

分掲記した。 

なお、前事業年度の営業外収益の「雑収入」に含まれ

ている「固定資産受贈益」は101百万円である。 
  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

―――――― （損益計算書） 

   「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計

上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費が190百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減少し

ている。 
  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

※１ このうち、不動産賃借に対する担保として、有価

証券３百万円及び投資有価証券20百万円を供してい

る。 

※１ このうち、不動産賃借に対する担保として、有価

証券３百万円及び投資有価証券20百万円を供してい

る。 

※２ 区分記載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

※２ 区分記載されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 
  

短期貸付金 650百万円

差入敷金・保証金 12,740百万円

預り金 4,481百万円

短期貸付金 1,460百万円

差入敷金・保証金 8,592百万円

預り金 4,220百万円

  
※３ 会社が発行する株式総数   

普通株式 1,000,000,000株

発行済株式総数   

普通株式 265,042,800株

※３ 会社が発行する株式総数   

普通株式 1,000,000,000株

発行済株式総数   

普通株式 265,042,800株

  
※４ 自己株式の保有数   

普通株式 2,216,768株

※４ 自己株式の保有数   

普通株式 2,228,276株

５．保証債務 ５．保証債務 

 下記関係会社の金融機関からの借入金に対し、保証

を行っている。 

 下記関係会社の金融機関からの借入金に対し、保証

を行っている。 
  

㈱近鉄松下百貨店 890百万円

丸物不動産㈱ 222百万円

近鉄モータース㈱ 500百万円
  

㈱近鉄松下百貨店 500百万円

丸物不動産㈱ 188百万円

 下記関係会社等の商取引に対し、保証を行ってい

る。 

 下記関係会社等の商取引に対し、保証を行ってい

る。 
  

  

近鉄モータース㈱ 120百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 31百万円

ミディ総合管理㈱ 193百万円

㈱シュテルン箕面 391百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 30百万円

 下記関係会社の商品券の発行残高に対し、保証を行

っている。 

 下記関係会社の商品券の発行残高に対し、保証を行

っている。 
  

㈱近鉄松下百貨店 406百万円

保証債務計 2,171百万円

㈱近鉄松下百貨店 407百万円

保証債務計 1,711百万円

 下記関係会社等の金融機関からの借入金に対し、保

証予約を行っている。 

 下記関係会社の金融機関からの借入金に対し、保証

予約を行っている。 
  

㈱近鉄松下百貨店 550百万円

㈱ビッグウィル 495百万円

丸物不動産㈱ 139百万円

㈱和歌山近鉄百貨店 7,145百万円

  

㈱近鉄松下百貨店 410百万円

丸物不動産㈱ 116百万円

 下記関係会社の友の会会員預り金に対し、保証予約

を行っている。 

 下記関係会社の友の会会員預り金に対し、保証予約

を行っている。 
  

㈱近鉄友の会 9,634百万円

保証予約計 17,963百万円

㈱近鉄友の会 5,145百万円

保証予約計 5,671百万円

６．配当制限 ６．配当制限 

 有価証券の時価評価により、純資産額が680百万

円増加している。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 

 有価証券の時価評価により、純資産額が1,812百

万円増加している。 

 なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてい

る。 



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１        ────── ※１ 賞与引当金戻入益等の内訳は次のとおりである。 

  

  

賞与引当金 919百万円

未払社会保険料 113百万円

※２        ────── ※２ 固定資産売却損は次のとおりである。 

  建物付属設備 339百万円

構築物 25百万円

車輌及び運搬具 3百万円

器具及び備品 76百万円

土地 1,029百万円

※３        ────── ※３ 当事業年度において当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上した。 

  
場所 用途 種類 

減損損失 

（百万円）

京都店 

（京都市下京区） 
店舗 リース資産他 139 

桃山店 

（京都市伏見区） 
店舗 建物、設備他 683 

桔梗が丘店 

（三重県名張市） 
店舗 建物、設備他 386 

近鉄ハーツ 

（大阪府東大阪市) 

賃貸 

不動産 
建物、設備他 63 

合計 1,272 

  店舗及び賃貸不動産については、キャッシュ・フロー

を生み出す独立した最小単位として、管理会計上の区分

を基礎とし、主として店舗あるいは賃貸不動産を基本単

位としてグルーピングをしている。 

営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである上

記の資産グループについて減損損失を認識し、資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額して、当該減少

額を減損損失（1,272百万円）として特別損失に計上し

た。 

減損損失の内訳は建物461百万円、建物附属設備546百

万円、リース資産147百万円、その他116百万円となっ

た。 

なお、回収可能価額は正味売却価額を使用し、重要性

の高い資産グループについては、不動産鑑定評価基準に

基づいて評価している。 
  

※４ 投資評価引当金繰入額は、㈱ボナビに係る計上分

である。 

※４ 投資評価引当金繰入額は、㈱ボナビに係る計上分

473百万円他である。 

※５ 固定資産除却損は次のとおりである。 ※５ 固定資産除却損は次のとおりである。 
  

建物附属設備 135百万円

器具及び備品 15百万円

建物附属設備 710百万円

構築物 4百万円

器具及び備品 147百万円

※６ 貸倒引当金繰入額は、㈱近鉄松下百貨店に係る計

上分である。 

  

※６ 貸倒引当金繰入額は、㈱近鉄松下百貨店に係る計

上分である。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額 
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車輌及び 
運搬具 

377 175 201

器具及び備品 1,168 204 963

合計 1,545 380 1,165

  

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車輌及び
運搬具 

366 152 21 192 

器具及び
備品 

1,168 412 126 629 

合計 1,535 565 147 822 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。 

同左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減

損勘定期末残高 
  

  

１年以内 264百万円

１年超 900百万円

合計 1,165百万円

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 259百万円

１年超 677百万円

合計 937百万円

リース資産減損勘定期末残高 114百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。 

同左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
  

  

支払リース料 269百万円

減価償却費相当額 269百万円

支払リース料 275百万円

リース資産減損勘定の取崩額 32百万円

減価償却費相当額 242百万円

減損損失 147百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日）及び当事業年度（自平成17年３月１日 至平成18年２月28日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 



（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成17年２月28日） 

当事業年度
（平成18年２月28日） 

(イ)繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 (イ)繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
  

  （単位：百万円）

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 5,047

賞与引当金 522

投資評価引当金 235

貸倒引当金 140

未払事業税 127

未払事業所税 89

賞与引当金に係る社会保険料 64

長期未払金 46

その他 238

繰延税金資産計 6,512

評価性引当額 △398

繰延税金資産合計 6,113

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 465

繰延税金負債合計 465

繰延税金資産の純額 5,648
  

  （単位：百万円）

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 4,733

投資評価引当金 643

減損損失 457

貸倒引当金 345

賞与引当金 253

未払事業税 159

未払事業所税 85

その他 442

繰延税金資産計 7,121

評価性引当額 △1,136

繰延税金資産合計 5,985

（繰延税金負債）  

その他有価証券評価差額金 1,239

繰延税金負債合計 1,239

繰延税金資産の純額 4,746

(ロ)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

(ロ)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 
  

  （単位：％）

法定実効税率 41.9

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

2.6

住民税均等割 1.7

評価性引当額の増減 14.5

その他 2.4

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

63.1

  （単位：％）

法定実効税率 40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入さ
れない項目 

1.8

住民税均等割 1.5

評価性引当額の増減 23.6

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

66.7



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

  

１株当たり純資産額 68円40銭

１株当たり当期純利益 3円86銭

１株当たり純資産額 74円16銭

１株当たり当期純利益 3円95銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していない。 

  
前事業年度

（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

当期純利益（百万円） 1,015 1,039 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,015 1,039 

期中平均株式数（千株） 262,833 262,819 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当事業年度
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ────── 

  

 総資産の圧縮により財務体質の改善を図るため、平成

18年７月31日をもって当社所有の吉祥寺近鉄ビル（賃貸

物件）ほか土地建物を株式会社スター・キャピタルに譲

渡する旨の売買契約を平成18年３月９日に締結した。 

なお、本件譲渡により、平成18年度において固定資産

売却益約48億円を計上する予定である。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,100 1,925 

㈱エーエム・ピーエム・近鉄 16,000 800 

㈱京都銀行 567,786 775 

近畿日本ツーリスト㈱ 1,393,904 754 

㈱帝国ホテル 100,000 690 

㈱大垣共立銀行 685,363 430 

㈱池田銀行 50,900 322 

㈱東京スタイル 201,000 267 

㈱紀陽ホールディングス 714,000 226 

㈱南都銀行 326,000 222 

㈱ワコールホールディングス 127,000 203 

京都タワー㈱ 307,000 160 

㈱サンシャインシティ 286,000 146 

三共生興㈱ 169,000 133 

その他（４６銘柄） 914,371.031 803 

計 5,859,424.031 7,861 

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

有価証券 
満期保有
目的の 
債券 

国庫債券（１銘柄） 3 3 

小計 3 3 

投資有価 
証券 

満期保有
目的の 
債券 

国庫債券（４銘柄） 23 23 

小計 23 23 

計 27 27 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

証券投資信託受益証券（３銘柄） 9,037,142 41 

計 9,037,142 41 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額である。 

   ２．当期増加額のうち主なものは次のとおりである。 

   ３．当期減少額のうち主なものは次のとおりである。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

減価償却累計
額又は償却累
計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 25,502 － 
477

（461）
25,024 7,808 584 17,216

建物附属設備 58,516 3,765 
6,007
（546）

56,273 36,016 2,190 20,257

構築物 1,083 13 
134
（5）

961 561 24 400

車輌及び運搬具 212 － 
155
（0）

57 40 5 17

器具及び備品 10,477 1,212 
2,383
（96）

9,305 6,409 722 2,896

土地 35,437 － 
1,686
（7）

33,750 － － 33,750

有形固定資産計 131,229 4,991 
10,845
（1,117）

125,375 50,836 3,527 74,539

無形固定資産   

借地権 387 － － 387 － － 387

商標権 48 － － 48 40 4 8

ソフトウェア 1,582 97 
1,020
（5）

659 452 87 206

その他 122 － 
1

（0）
121 20 1 101

無形固定資産計 2,141 97 
1,021
（5）

1,217 513 93 703

長期前払費用 744 78 
158
（1）

664 568 71 95

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

建物附属設備 上本町店売場装飾設備他取得 1,108百万円 

  本店売場装飾設備他取得 1,045百万円 

建物附属設備 京都店設備売却 2,347百万円 

  本店売場装飾設備他除却 985百万円 

器具及び備品 京都店什器他売却 609百万円 

  上本町店除却 373百万円 

  奈良店除却 344百万円 

  本店除却 307百万円 

土地 旧別府店土地売却 1,649百万円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、2,228,276株である。 

２．利益準備金の当期増加額は前期利益処分によるものである。 

  

【引当金明細表】 

 （注）１．貸倒引当金    当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額25百万円及び債権回収による戻入

額11百万円である。 

    ２．賞与引当金    当期減少額の「その他」は、賞与の支給方法の変更に伴う取崩額である。 

    ３．退職給付引当金  当期減少額の「その他」は、確定給付企業年金制度に係る掛金の支払に伴う取崩額である。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 13,252 － － 13,252

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注） （株） (265,042,800) (     －)(     －) (265,042,800)

普通株式 （百万円） 13,252 － － 13,252

計 （株） (265,042,800) (     －)(     －) (265,042,800)

計 （百万円） 13,252 (     －)(     －) 13,252

資本準備金 
及びその他 
資本剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （百万円） 266 － － 266

計 （百万円） 266 － － 266

利益準備金 
及び 
任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 416 66 － 482

計 （百万円） 416 66 － 482

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 474 612 116 37 932

投資評価引当金 579 1,005 － － 1,584

賞与引当金 1,287 625 368 919 625

退職給付引当金 17,974 2,870 2,047 1,987 16,809



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

相手先別内訳 

  

期日別内訳 

区分 金額（百万円）

現金 692 

預金の種類 

当座預金 138 

普通預金 2,788 

定期預金 1,941 

振替貯金 173 

小計 5,041 

合計 5,733 

相手先 金額（百万円）

㈱ライフ 203 

㈱ビュースコバヤシコーポレーション 202 

㈱博報堂インセンティブプロモーションズ 39 

㈱アサツー ディ・ケイ 18 

アビリット㈱ 8 

その他 58 

合計 532 

期日別 金額（百万円）

平成18年３月 112 

４月 166 

５月 186 

６月 66 

７月 0 

合計 532 



ハ 売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

ニ．商品 

相手先 金額（百万円）

㈱ライフ 908 

㈱ジェーシービー 638 

三井住友カード㈱ 468 

㈱近鉄友の会 426 

大日本土木㈱大阪支店 414 

その他 8,241 

合計 11,099 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

11,476 179,803 180,180 11,099 94.2 23 

区分 金額（百万円）

衣料品 7,454 

雑貨 2,874 

身回品 2,355 

家庭用品 808 

食料品 368 

その他 31 

合計 13,894 



ホ．貯蔵品 

  

② 固定資産 

イ．建設協力金 

  

ロ．差入敷金・保証金 

区分 金額（百万円）

消耗品 55 

包装用品 10 

その他 68 

合計 134 

差入先 金額（百万円）

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 9,657 

寝屋川編物㈱ 63 

竹嶋俊明 33 

その他 9 

合計 9,764 

敷金（百万円） 保証金（百万円） 合計（百万円） 

11,703 9,189 20,893 



③ 流動負債 

イ．買掛金 

  

ロ．短期借入金 

 （注）※１．１年以内に返済予定の長期借入金を含んでいる。 

※２．１年以内に返済予定の長期借入金については、設備資金である。 

  

ハ．商品券 

  

ニ．関係会社短期預り金 

相手先 金額（百万円）

㈱オンワード樫山 大阪支店 534 

㈱シーモス 444 

伊藤忠食品㈱ 329 

イトキン㈱ 252 

㈱レリアン 248 

その他 21,521 

合計 23,330 

借入先 金額（百万円） 使途 ※２ 担保 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 ※１ 9,285 運転資金 なし 

㈱りそな銀行 ※１ 4,710 〃 〃 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ ※１ 1,767 〃 〃 

㈱みずほコーポレート銀行  800 〃 〃 

住友信託銀行㈱ ※１ 700 〃 〃 

その他 ※１ 3,832 〃 〃 

合計 21,094 － － 

前期繰越高（百万円） 当期発行高（百万円） 当期回収高（百万円） 当期末残高（百万円） 

13,531 19,194 19,468 13,257 

相手先 金額（百万円）

㈱近鉄友の会 19,500 

合計 19,500 



④ 固定負債 

イ．長期借入金 

  

ロ．退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はない。 

  

  

借入先 金額（百万円）

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 9,076 

㈱りそな銀行 4,730 

㈱南都銀行 2,650 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,580 

住友信託銀行㈱ 2,450 

その他 3,500 

合計 24,986 

区分 金額（百万円）

退職給付債務 26,291 

未認識過去勤務債務 454 

未認識数理計算上の差異 △2,375 

会計基準変更時差異の未処理額 △5,661 

年金資産 △1,900 

合計 16,809 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ２月末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月末日 

株券の種類 
10,000株券 1,000株券 500株券 100株券
及び100株未満の株数を表示した株券、ただし、必要があるときは、
10,000株の整数倍の株数を表示した株券を発行することができる。 

中間配当基準日 ８月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱全国各支店
野村證券㈱全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき250円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行㈱全国各支店
野村證券㈱全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法   （注） 日本経済新聞



（注）決算公告については、貸借対照表及び損益計算書を当社ホームページに掲載している。 

（ホームページアドレス http://www.d-kintetsu.co.jp/corporate/kessan/index.html） 

   また、平成18年５月25日開催の定時株主総会において、電子公告制度を採用する定款の一部変更を決議した。ただし、事故そ

の他やむを得ない事由によって電子公告による公告を行うことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。（公告掲載

ＵＲＬ http://www.d-kintetsu.co.jp/corporate/koukoku/index.html） 

  

株主に対する特典 
１．株主お買物優待券
２月末日及び８月31日現在の株主に対して、それぞれ下記基準によ
り５月中及び11月中に、株主お買物優待券を発行する。 

  

発行基準 1,000株以上 25枚  3,000株以上 35枚

  5,000株以上 45枚  8,000株以上 50枚

  10,000株以上 60枚    

  
有効期限 ５月中発行の株主お買物優待券… 11月30日 

  11月中発行の株主お買物優待券… 翌年５月31日 

  

優待方法  １勘定場2,100円（消費税込）以上の現金又は商品券
によるお買物の場合、お買物優待券１枚で10,500円
（消費税込）を限度額として本体価格の10％割引をす
る。 
（書籍は５％割引。また一部除外品及び使用できない
売場がある。） 

  
取扱店舗  当社直営店、中部近鉄百貨店（四日市店、草津店）、

和歌山近鉄百貨店、近鉄松下百貨店 

  

２．株主ご優待クーポン券
２月末日及び８月31日現在において1,000株以上所有の株主に対し
て、それぞれ５月中及び11月中に、株主ご優待クーポン券１冊を発
行する。 

  
有効期限 ５月中発行の株主ご優待クーポン券… 11月30日 

  11月中発行の株主ご優待クーポン券… 翌年５月31日 

  

優待内容  （株主ご優待クーポン券１冊あたり）
・当社レストラン街ご優待券         ５枚 

       （飲食代金５％割引）  
      ・当社旅行館・旅行サロンご優待券      １枚 

 （当社指定のパッケージツアー代金５％割引） 
・近鉄文化サロンご入会優待券        １枚 
 （入会金5,000円を無料） 
・当社オリジナルエコバッグお引換券     １枚 
・志摩スペイン村パルケエスパーニャご入園  ２枚 
 優待券（入園チケット料金30％割引） 
・ゴルフ場優待券             各１枚 
 （近鉄グループの６ゴルフ場での優待料金） 
・都ホテルズ＆リゾーツ優待券 
  ご宿泊優待券（基本室料20％割引）    ５枚 
  ご婚礼優待券              １枚 
  （披露宴料理、飲食代金10％割引） 
・近畿ニッポンレンタカー          ２枚 
  レンタカー料金割引券（10％割引） 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である近畿日本鉄道株式会社は、東京証券取引所、大阪証券取引所及び名古屋証券取引所に上場しており、継

続開示会社である。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第111期）（平成16年３月１日～平成17年２月28日）平成17年５月27日関東財務局長に提出 

(2）臨時報告書 

 平成17年７月25日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書である。 

(3）臨時報告書 

 平成17年８月25日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書である。 

(4）臨時報告書 

 平成17年10月11日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書である。 

(5) 半期報告書 

 （第112期中）（平成17年３月１日～平成17年８月31日）平成17年11月25日関東財務局長に提出 

(6）臨時報告書 

 平成17年12月１日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定に基づく臨時報告書である。 

(7）臨時報告書 

 平成18年２月23日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号の規定に基づく臨時報告書である。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はない。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  
  
  

    平成17年５月26日

株式会社近鉄百貨店       

  取締役会 御中     

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 郷田 紀明  印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 乾  一良  印 

  関与社員 
  
  
公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  
  

    平成18年５月25日

株式会社近鉄百貨店       

  取締役会 御中     

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 郷田 紀明  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 松本  浩  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社近鉄百貨店及び連結子会社の平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

る。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、連結子会社である㈱近鉄友の会は、当連結会計年度より、同社会員に対し積立

満了時に買物券に付加されるボーナス券の費用計上基準を変更した。 

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成18年７月31日をもって吉祥寺近鉄ビルほか土地建物を㈱スター・

キャピタルに譲渡する旨の売買契約を平成18年３月９日に締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  
  
  

    平成17年５月26日

株式会社近鉄百貨店       

  取締役会 御中     

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 郷田 紀明  印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 乾  一良  印 

  関与社員 
  
  
公認会計士 松本  浩  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第111期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社近鉄百貨店の平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管している。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  
  
  

    平成18年５月25日

株式会社近鉄百貨店       

  取締役会 御中     

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 郷田 紀明  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 乾  一良  印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

 
 
公認会計士 松本  浩  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社近鉄百貨店の平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第112期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社近鉄百貨店の平成18年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成18年７月31日をもって吉祥寺近鉄ビルほか土地建物を㈱スター・

キャピタルに譲渡する旨の売買契約を平成18年３月９日に締結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管している。 
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